
3．2 発表論文等  

3．2．1 交通安全対策に関する研究  

45   





土 木 技 術 資 料49－4（2007）   

㊥特集：安全・快適な道路空間を目指して㊨  

幹線道路の交通安全対策  

岡 邦彦＊橋本裕樹＊＊近藤久二＊＊＊  

1離 はじめに  

近年の交通事故の発生状況を見ると、図－1に  

示すように交通事故死者数は減少傾向にあるもの  

の、なお100万人を超す数多くの人々が交通事故  

により負傷しており、交通事故を取り巻く環境は  

依然として厳しい状況が続いている。   

このような状況の中、全国の道路管理者は道路  

交通環境の整備を実施し、交通事故の削減へ向け  

て取り組んでいる。ここで、道路管理者がより効  
果的な交通安全対策を立案・実施できるようにす  

るためには、これまでに行われてきた交通安全対  

策の実施事例をもとに、対策工程毎の定量的な事  

故削減効果を整理することが不可欠である。この  

事故削減効果原単位を明らかにすることにより、  

安当性のある成果目標の設定や、具体的効果を示  

した事業説明、及び費用対効果の高い対策工程の  

選定を今後の対策立案時に行えるようになる。加  

えて、ある事故類型に対して対策を立案する際に、  

複数の対策が考えられる中で、どの対策がより効  

果が大きいか判断する上で参考となる。   
そこで本稿では、道路管理者及び公安委員会が  

実施した各種交通安全対策の事故削減効果を定量  

的に把握することを目的とし、平成8年度～14年  

度に全国の幹線道路において実施された「事故多  

発地点緊急対策事業」のフォローアップ調査結果  

を用いて事故削減効果を分析した結果を示す。  

2．分析内容  

2．1使用データ   

本分析には、「事故多発地点緊急対策事業」実  

施箇所において、交通安全対策の実施状況と事故  

発生状況を経年的に把捉するために行われたフォ  

ローアップ調査の結果を用いた。最新の調査は平  

成15年10月に行われており、その調査結果を用い  

ることにより、事故多発地点における平成14年ま  

での事故発生状況を把挺することができる。従っ  

て、「平成13年定までに対策が完了した箇所」に  

ついては、対策実施による事故の発生状況の変化  

を把捉することができる。本分析では、事故多発  

地点緊急対策事業実施箇所3，196箇所のうち、平  

成13年度までに対策が完了した2，923箇所（事故  

多発地点に指定された箇所全体の91．5％）を対象  

として分析した。  

2．2分析手順   

事故多発地点対策では1つの箇所で1つの対策  

（以下「単独対策」という。）のみが実施される場  

合もあれば、複数の対策（以下「組合せ対策」と  

いう。）が実施される場合もある。対策の実施に  

よる事故削減効果を把捉することを考えた場合、  

個々の対策効果を把接するためには、他の対策の  

影響を受けず直接的に対策効果を把捉しやすい単  

独対策を実施した箇所について分析を行う必要が  

ある。一方、組合せ対策を実施した場合の事故削  
減効果を把捉する場合に、単独対策の実施による  

事故削減効果を利用して算出することは望ましく  

ない。その理由として、組合せ対策を実施した場  

合には、それぞれの対策の効果が相互に影響を及  

ぼし合うことが考えられるためである。   

そこで、本分析を実施するに当たっては、まず  
単独対策を実施した箇所を対象に事故削減効果の  

分析を行い、交通安全対策の工程ごとの定量的な  

事故削減効果を把握することを試みた。次に、組  
合せ対策を実施した場合の定量的な事故削減効果  

を把捉することとした。さらに、単独対策および  
組合せ対策を実施した場合の事故削減効果の比較  

を行い、組合せ対策を実施した場合に事故削減効  

果へおよぼす各対策の相互影響について考察した。   
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を実施しなかったと仮定した場合の事故類型毎の  

事故件数を、全国の幹線道路における事故類型毎  

の事故件数の変化に比例すると仮定して推計し、  

これを対策実施後の件数と比較することで実施対  

策の事故削減効果を示すこととした。   

この算出方法を用いることにより、時間経過に  
伴う道路交通状況の変化が事故件数へ与える影響  

を補正できるようにした。   

このようにして算出した事故削減効果を、ここ  

では「事故件数抑止率」と定義し、対策実施前後の  

事故件数として死傷事故件数を用いることとした。  

なお、対策前の事故件数は事故多発地点抽出時の  

H2～H5年の年平均倍を事故類型毎に算出して用  

いた。山一方、対策後の事故件数は、箇所によって対  
策が完了した年度が異なることから、対策翌年～  

H14年の年平均億を事故類型ごとに算出して用い  

た。分析に用いる対策前後の年次の考え方を表－3  

に示す。  

表－2 事故類型の集約  

2。3対策工程の集約   

事故多発地点フォローアップ調査では、道路管  

理者が実施した対策工程を適切に把握するため、細  

かく区分されて整理されている。この区分に従っ  

てそのまま分析してしまうと、対策個々のサンプ  

ル数が少なくなり、分析精度の低下が懸念される。  

そこで、それぞれの対策の目的や内容に基づき、  

同類と考えられる対策を集約することとした。そ  

の結果、単路部では101対策を34対策に、交差点  

部では77対策を31対策に集約した。集約例を挙  

げると、「交差点隅切りの改良」「交差点形状の改  

良」「交通島」「交差点コンパクト化」及び「その  

他交差点改良」を「交差点改良」と集約した。対  

策実施者別、単路。交差点別の集約後の対策数と  

主な対策工程を表－1に示す。   

対策の組合せは全1，615通りで、最大16対策を  

組合せた箇所が存在するなど、対策を組合せた箇所  

が分析対象箇所全体の76％（2，216箇所）と多くを  

占めた。組合せ対策数別の箇所数を図－2に示す。   

対策工程別の実施箇所数を見ると、単独対策の  

場合には単路、交差点ともに道路照明が最も多く  

実施されている（表岬4参照）。組合せ対策におい  

ては、「道路照明」と「道路標識。道路標示」の  

組合せが最も多く、20箇所で実施されていた。こ  

のノ他、箇所数が上位にくる組合せには、道路照明  

が含まれるものが多い（表…5参照）。   

また、事故類型についても同様の理由により、  
表－2に示すように冬草故類型の特性が大きく変  

わらない範囲で32類型から8類型に集約した。  

2．4事故削減効果の把握方法   

事故削減効果の把握にあたっては、対策実施前  

後の事故件数を比較し、その変化の程度によって  

効果を把握することが一般的に考えられる。しか  

し、死傷事故件数は図－1に示すように年々変動  

しており、単純に対策実施前彼の事故件数の差を  

比較するだけでは、対策の実施による事故削減効  

果を適切に把握できない可能性がある。   

そこで本分析では、対策実施箇所において対策  

表－1集約後の対策数と主な対策工種  

交通統計の事故類型  集約した事故類型   

対面通行中  

人対車両  
背面通行中  
横断歩道横断中  

人対車両  

・9。その他7類型…   

正面衝突  正面衝突  

進行中   
追突  追突  

その他  
出会い頭  出会い頭  

車両相互  左折時  左折時  

右折時   右折直進  右折時    その他  
追抜追越時  

すれ違い時  その他車両相互  

その他   

工作物   
電柱   
標識  

車両単独  車両単独  

…その他9類型‥■   

単路・  
実施者  策  主な対策工種   

交差点   

道路照明、視線誘導標、路面標示、区画  
単路  26  

道路  線、歩道、道路標識 等  

管理者  道路照明、右折レーン、路面標示、交差  
交差点  22  

点改良、舗装改良（排水性舗装）等   

単路  8  

公安  機設置、交通規制 等  

委員会     9   
横断歩道、交通規制 等  図－2 組合せ対策数別の箇所数   
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実施箇所数が5箇所以上の対策について示してお  

り、道路照明の設置を実施した箇所については夜  

間（日の入りから日の出まで）の死傷事故件数を  

用いて抑止率を算出している。なお、抑止率につ  

いては対策と事故類型の関係が明らかなものを抽  

出して算定すべきであるが、現時点ではその関係  

が明確ではないため、すべての組合せについて機  

械的に計算している。また、表中の「－（ハイフ  

ン）」は、対策実施前の事故件数が0であり、抑止  

率が算定できないことを示す。加えて、負の値に  

ついては、事故が増えてしまったことを示す。   

各対策の全類型に対する抑止率をみると、多く  

の対策で死傷事故件数を削減する効果が得られて  

いることが確認できる。単路部においては、追突  

表【3  分析に用いる対策前後の年次の考え方  

平成8年度  平成9～14年  
平成9年度  平成10～14年  

平成10年度  平成2～5年  
対策完了年次  「事前」データの年次  「事後」データの年次  

平成11～14年  

平成il年度  平成12～14年  
平成12年度  平成13～14年  

平成ユ3年度  平成14年   

3諷 分析結果選び考察  

3。1単独対策実施時の事故削減効果   

表叫4は単独対策実施時の対策工程ごとの死傷  

事故件数抑止率をまとめたものである。ここでは、  

表Ⅶ4 単独対策実施時の死傷事故件数抑止率（％）  

事  実   車両相互  

放  
人  

軍           全       施   正  迫   出  左  右    寧そ  車 耐  
デ   、策   簡  仝    討の  、   

類  

1  所   両  庵  突  ブ三 い 時 時    相通    型  
夕  数  突  頭  互   

夜  道路照明［道管］   80  49．8  39．2  39．9  
昼夜  舗装改良（滑り止め）［道管］   15．0  

昼夜  視線誘導標［道管］   17．9  

昼夜  31．6   

昼夜   巨石3．2   

昼夜  車道外側線、車道中央線、単線境界線［道管］  21  7．3  －52．9236．0   －17．6  －4．3卜j．9．8   45．9  42．0  19．6  

昼夜  20  6．6  53．8 23．9   28．0  29．5  36．2  25．1  －9．1  22．2  
昼夜  17  52．4  70．9  21．4  －127．5  23．3  1．0  48．3  72．6  30．4  

単  
路  13  60．9  70．3  84．8  －1叫100．0   〉179．2  38．3  46．1  64．2  

昼夜  中央帯［道管］   10  10．9  －2量1  41．6  

昼夜  線形改良［道管］   33．9  

昼夜  歩道用防護柵［道管］   8．2   

昼夜  植栽の整理［道管］   7  51．4  21．8  6．0  29．6  －173．2  －316．司  6．4  

昼夜  案内標識［道替］   ∈11．7   

昼夜  舗装改良（排水性舗装）［道管］   6  －59．2  ユ00．0  5．7  －83，3  」23．770．7   65．4  【1251．6  －j7．ユ  

昼夜  交通規制（自動車関連）［公安］   5  29．0  100．0  11．5  29，7  26，3仁5．9   24．7  47．9  14．6  

道路照明［道管］   56  
昼夜  信号現示改良［公安］  鳳抑Ⅶ膿  36  
昼夜  

昼夜   33   
昼夜  路面標示［道管］   27  2】．．5  －35．6  26．1  34．5  24．5  34．8  13．9  22，8  27．5  

昼夜  ユ4  13．5  －65．6  223．1  
昼夜  6．5  

交  52．8  

昼夜  道路標謡い道路標示［公安］   
8  

昼夜  立体化［道管］  7   

昼夜  中央帯（先端表示）［道管］   

昼夜  舗装改良（カラー化）［道管］   
6  40．1  100．0  62．5  69．0  5扇  53．8  

49．9  

昼夜  警戒標識［道管］   00．0   
昼夜  導流葦［道管］   34  

昼ノ夜  歩道用防護柵［道管］   】27．ユ  
注）［道管］：道路管理者、［公安］：公安委員会  

一24一   
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に関して全ての対策で効果が見られる結果となっ  

た。一方、単路部で効果が見られなかったのは、  

主に出会い頭、左折時、右折時の事故に関するも  

のであった。これは、そもそも単路部におけるこ  
れらの事故類型の死傷事故件数が比較的少ないこ  

と、また、対策が想定していない事故類型に対し  

てもすべて抑止率を算出していることが影響して  

いるものと考えられる。   

交差点事故対策における事故削減効果について  

見ると、各事故類型に対してほとんどの対策で効  

果が得られていた。ただし、交差点における正面  

衝突事故は、対策実施前の死傷事故件数が0で抑  

止率を算定できない区分がいくつか見られるなど、  

発生件数が少ないことが抑止率に影響しているも  

のと考えられる。  

3．2組合せ対策実施時の事故削減効果   

表－5に組合せ対策を実施した場合の対策別お  

よび事故類型別の死傷事故件数抑止率算定結果を  

示す。なお、道路照明との組合せのものは夜間の  
死傷事故件数を用いて算定した結果を示している。   

表より、ほとんどの組合せで事故削減効果が発  

揮されていることがわかる。特に、全類型に対す  

表－5 組合せ対策による死傷事故件数抑止率（％）  

対策工程  対   

所 数  人  車 両           全 類 型         正 面 衝 突  追 突  出 会 い 頭  左 研 時  右 折 時    車 両 単 独   

20  74．3  －7，5  38．5  69．9  75．0  64．0  58．4  31．9  48．3  

夜  道路照明［道管］   車道外側線、車道中央線、  16  61．1  79．8  35．5  ”60．0  57．9  24．7  49．7  69．7  ニう6．8  

単線境界線［道管］  

夜  道路照明［道管］   視線誘導標［道管］  16  76．2  45．7  5∠】．3  80、7    80．6  47．6  46．4  60．3  

夜  路面標示［道管］  12  77．6  17．8  4ユ．2  

夜  警戒標識［道管］  20．8   

視線誘導標［道管］   8  24．7  72．9  52．6  48．6    －283．2  86．9  73．0  59．1  

視線誘導標［道管］   

車線境界線［道管］  

昼夜  視線誘増標［道管］  0．7   

昼夜   
単  

車道外側線、革道中央線、  32．8  

車線境界線［道管］  

路   

昼夜  路面標示［道管］   道路標識。道路標示［公安］  44・9  

昼夜  車道外側繰、車道中央線、  6  

車線境界線［道管］   

昼夜  6   

単線境界線［道管］  

夜  道路照明［道管］  100．0   

夜  道路照明［道管］  5  44．0  80．7  28．6  27．8  83．7  －346．8  

昼夜   車道外側線、車道中央線、  1〔）．9   

車線境界線［道管］  

昼夜  路面標示［道管］   道路反射鏡 こ道管］  5l   

昼夜  交差点改良［道管］   舗装改良（排水性舗装う［道管］  19．9    31－5  22．4  －5．7  7．9  72．4  47．3  23．0  

夜  右折レーン［道管］   道路照明［道管］  ］3  83．4  ］00，0  51．2  68．7  

昼夜  交差点改良［道管］   横断歩道・自転車横断帯［公安］  54．3   

夜  道路照明［道管］   路面標示［道管］  －8．9  

夜  道路標識・道路標ホ［公安］  56．9  

昼夜  
交  信号現示改良［公安］  【16．5   

差  信号現示改良［公安］  10．8   

点  信ぢ1現示改良［公安］  7  20．4  18．7  6．7  

昼夜  弓22．1   

夜   信号機設置［公安］  5  】00．0  100．0  18．6  56．8    ユ4．1  －124、0    25＿7  

夜  道路照明［道管］   歩行者用灯器設置［公安］  

昼夜  路面標示［道管］   信号機設帯」公安］  81・8  

昼夜  路面標示［道管］   信号硯示改良［公安］  卜氾5f   5  32．9  100，0  【1．8  73．0  －8ま8 】   27．2 L53．3 35．7  70．7    35．5           5 5  ∈93・2 ー】．4  68．0 100．0  37．0 24．ユ  42．9 36．4    64．9  85．7  56．3                 －］71．7  70．3  21．9   
注）［道管］：道路管理者、［公安］：公安委員会  
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る各種組合せ対策の事故削減効果を見ると、ここ  

で示している全ての組合せで事故削減効果が認め  

られる。また、事故類型別にみても、その多くで  

事故削減効果が確認できる。   

組合せて対策を実施した場合の事故削減効果を  

詳細にみると、単路事故対策においては、表－4  

に示している単独対策実施時の事故削減効果算定  

結果と同様に出会い頭、右折時、左折時の死傷事  

故について負の値を示す傾向が見られる。この理  

由は、単独対策実施時と同様に、対策が想定して  

いない事故類型に対してもすべて抑止率を算出し  

ていることが影響しているものと考えられる。交  

差点事故対策の死傷事故抑止率を見ると、特に追  

突、出会い頭及び右折時事故に対しては、他の事  
故類型に比べて多くの組合せで事故削減効果が発  

揮されている。交差点ではこれらの事故に対して  

効果的な対策が多いことがわかる。  

3．3対策の組合せによる事故削減効果への影響   

組合せ対策実施時の事故削減効果については、  

対策の組合せによっては、対策を単独で実施した  

場合に比べて大きな効果が現れることも考えられ  

る。そこで、組合せ対策の実施による事故削減効  

果への相互影響を、単独対策実施時の効果との比  

較により分析した。以下に、分析結果の一例を示す。  

（1）「道路照明」＋「路面標示」  

（交差点、N＝10、夜間事故データ、区ト3）   

図－3は交差点に道路照明の設置と路面標示を  

それぞれ単独または組合せて実施した場合の夜間  

の死傷事故件数抑止率を比較したものである。人  

対車両、正面衝突、追突、左折時、及び右折時に  

ついて、道路照明、路面標示をそれぞれ単独で実  
施した場合に比べて高い効果が発揮されている。  

この理由は、道路照明の設置により横断歩道の存  

在や正面衝突・追突等の注意喚起などを示す路面  

標示の視認性が向上したことによるものであると  

考えられる。一方で、出会い頭やその他車両相互、  

車両単独については、単独対策実施時に比べて事  

故抑止率が低くなっている。対策を組合せた場合  

に負の効果がある可能性が考えられるものの、理  

由は明確ではなく、今後サンプル数を蓄積してさ  

らに検討を有する必要がある。  

（2）「右折レーン」＋「信号硯示改良」  

（交差点、N＝8、昼夜間事故データ、囲－4）   

この組合せは、主として右折時事故の抑止を対  

象にしたものであることが想定できる。図－4に  

示すように、右折時事故は右折レーン、信号現示改  

良のそれぞれ単独での効果に比較して当該事故の  

抑止率が高まっており、組合せ対策の実施によっ  

てより大きな効果が発揮されているといえる。こ  
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図－4 各単独対策と組合せ対策の死傷事故抑止率の比較  

（交差点。昼夜間）   

れは、右折レーンによって後続直進車両の滞留に  

射し気遣いする必要が無くなり慌てなくなったこ  

とや信号硯示の改良によって信号変り目など無理  

なタイミングによる交差点進入が減少したことが  

考えられる。   

他の事故類型についてみると、交差点で多発す  

る出会い頭事故は、右折レーン単独対策と同程度  

の事故削減効果が発揮されている。左折時事故は  

効果が現れていない。これは、右折レーンの設置  

による交通容量の増加から走行速度が上昇し、二  

輪車の巻き込み確認が遅れることなどが考えられ  

る。  
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とがより有効であると考えられる。  

4．ぁわりに  

本稿では、対策立案者が参考とできるように、  

各種交通安全対策の効果を定量的に整理すること  

を目的とし、対策実施前彼の死傷事故発生状況に  

基づく統計的な対策効果評価分析を行った。   

その結果、各対策工程の事故削減効果を対策工  

程（単独、組合せ）別、事故類型別に算出し、全  

般的に見て単独対策を実施した場合よりも対策を  

組合せて実施した場合に高い事故削減効果を有す  

る傾向が認められた。一方で、交通安全対策の実  

施によって効果が得られなかったところもあり、  

これについては、各対策が負の効果をもつ可能性  

も含め、詳細な検討が必要である。   

今後は、事故危険箇所対策（H15～H19）実施  

箇所の事故発生状況を加えることにより、単独及  

び組合せ対策の種類とサンプル数のさらなる拡充  

を図り、事故削減効果の信頼性を高めていく必要  

がある。さらに、対策が対象とする事故類型の把  

握や組合せ対策の効果の相互影響の関係など、よ  

り詳細な分析を行っていく予定である。  

参考文献  

1）交通統計、（財）交通事故総合分析センター  

2）池田武司、岡邦彦：交通安全対策実施による交通事   

故抑止効果の定量的評価、第26回日本道路会議  

ヲ  語幹道単独  畳道路照明単独  扇繰合せ －  
ーむ0．0覧  

80。G‰  

引H消  

40ぷ％  

2  
屯
J
 
 
 
 
山
海
 
 
 
 
私
川
 
 

ハエ  

（
㍊
 
 
 
（
u
 
n
｝
 
 

O
 
n
U
 
n
）
 
 

轍
彗
藍
電
解
 
 

愛
妾
型
 
 

寒
簡
単
諭
 
 

そ
の
地
 
 

産
・
蘭
∵
礪
二
亙
 
 
 

右
折
時
 
 

宜
折
韓
 
 
 

人 正 追 出 対 面  
来 会  

聾  衝  い  
爾  来  頭  

図ト5 各単独対策と組合対策の死傷事故抑止率の比較  

（単路・夜間）   

（3）「歩道」＋「照明」  

（単路、N＝5、夜間事故データ、図－5）   

この組合せは、歩道と道路照明の設置により主  

として夜間の人対車両事故に対して相乗効果が期  

待できることが想定される。ここでは、夜間事故  

の結果を示す。   

囲－5に示すように、相乗効果が期待される人  

対車両事故は道路照明、歩道のそれぞれ単独対策  

時の効果に比較してより高い効果が発揮されてい  

る。これは歩道の設置により歩行者と車両が物理  

的に隔離されたことや、道路照明の設置により車  

両から見た横断歩道横断者の視認性が向上したこ  

とが考えられる。   

他の事故類型についてみると、正面衝突は効果  

が発揮されているものの、追突に対しては効果が  

発揮されていない。それぞれ単独では効果が確認  

されているため、今回のサンプル特有の現象なの  
か今後検討が必要である。   

以上より、夜間の人対車両事故の削減にあたっ  

ては、歩道と道路照明の組合せ対策を実施するこ  

近藤久二榊  
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㊨特集：安全¢快適な道路空間を詠指して㊨  

生活道路を這お鼻音る交通費馨対策事例とその効果  

高宮 進＊岡 邦彦＊＊中野圭祐＊＊＊小出 誠榊＊  

ンプは、過度な速度で通行する自動車に射し上F  

方向の運動を起こさせドライバ、一に不快感を感じ  

させるものであり、ドライバーが、事前にハンプ  

の存在を認識し、そのような不快感を避けるため  

にあらかじめ走行速度を抑えることをねらったも  

のである。ところが、ハンプほそれが設置される  

近傍でのみ速度抑制をもたらすものであり、一定  

の区間での継続的な速度抑制を期待する場合、ハ  

ンプは適当な間隔をおいて連続的に設置すること  

が必要となる。ここでは、社会実験としてハンプ  

を複数連続的に設置した事例を対象に、自動車の  

速度プロフィルを計測し、その効果を把撞した。   

ハンプの設置状況を写真－1に示す。ハンプは  

高さ8cmのサイン曲線型ハンプであり、ハンプー  

基の延長は4mである。ハンプは、交差点間距離  

450mの間に4基設置された。ここでは、対象道路  

に10m毎のマ山キングを配し、対象道路を通行す  

る自動車に追随するかたちで計測用車両を走行さ  

せて走行状況をVTR撮影した。またその後、10m  

毎の走行速度を算出し速度プロフィルを得た。な  

お調査は、社会実験の開始から一ケ月以上経過し、  

通行する自動車がハンプの存在と走行方法に慣れ  

た時点を見計らって実施した。  

2。2結果と考察   

図」に速度プロフィルの代表例を示す。ハン  

プの近傍では、走行速度は20km／h程度まで低下  

している。一方ハンプ間では速度は30km／h程度  

1旬 はじめに  

生活道路では、歩道と車道を区分して歩行者と  

自動車を分離することのほかに、現実的な対応と  

して両者が同一の道路空間を利用することも広く  

行われてきている。このため、歩行者や自動車が  

同一の空間を利用する場所でほ、歩行者や自動車  

の「おりあい」のもとで道路が利用されることが  

必要であり、また利用者間での交通事故やあつれ  

きを防止するため、的確な交通安全対策が望まれ  

るところである。   

生活道路8こ対しては、交通事故の未然防止のほ  

かに、歩行者が快適に利用できる空間の実現を望  

む声も強い。このため、人優先の道路整備へと施  

策の展開が図られている。   

こうした取組みの一環として、既存の道路ストッ  

クを利用しつつ、安全で快適な道路空間を実現し  

ていく「くらしのみちゾーン」等の施策が進めら  

れている。くらしのみちゾーンでは、生活道路に  

対して自動車走行速度の抑制や歩行者通行空間の  

確保などが行われる。本稿では、これら交通安全  

対策の効果について報告する。   

交通安全対策の効果のうち特に安全性に関わる  

部分は、本来であれば、対策実施による交通事故  

の削減量に基づき判断すべきと考えられる。しか  

しながら、1）交通事故が集中する地域であった  

としても、対策がとられるルー路線単位では交通事  

故の発生はやはり稀であること、2）対策実施後  

の交通事故データの蓄積に時間を要することなど  

が課題としてあり、ここでは、交通事故の増減で  

はなく、自動車走行速度の抑制状況や通行位置の  

変化などから交通安全対策の効果を把握する。ま  

た快適性に関わる部分については、道路利用者が  

持つ印象の変化に基づき、その効果を把握する。  

乱ハンプによる自動車走行速度の抑制  

2。1調査対象箇所と調査方法   

生活道路において自動車の走行速度を抑制する  

代表的な方策としては、ハンプが挙げられる。ハ  

CasesofRoadSafetyCour］termeaSureSinResidentialAreaand  

TheirEffects  写真一1ハンプの設置状況   
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進行方向q  
ハンプ④  ハンプ③  ハンプ②  ハンプ①  まで上昇し、設置間  

隔が長い場所では  

40km／hを超える速  

度となっている。速  

度を計測した49車両  

について地点別に走  

行速度の割合をまと  

めたものが図－－2で  

あり、この固からは、  

ハンプ近傍において  

低速度で走行する自  

動車の割合が増え、  

またハンプ間では高  

速度で走行する自動  

車が多く発生してい  

ることがわかる。   

調査結果によれ  

ば、設置間隔が長い  

場合に、生活道路の  

走行速度の目安であ  

る30km／hを大きく  

越えて走行する自動  
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地点別走行速度の構成部合（n＝49）  

車が多く発生した。  

ハンプの設置にあたっては、ハンプ閏であっても  

適切な走行速度となるようハンプ設置位置を定め  

ていくことが必要と考えられる。またここで実施  

した調査のように、ハンプ設置後の状況を観測し  

て、ハンプを追加設置する等の検討を続けていく  

ことも必要と考えられる。  

3E・路側帯拡幅による通行位置の変化  

3。1調査対象箇所と調査方法   

わが国では、旧来からの市街地の骨格道路であっ  

ても、歩道がなく、2車線の車道とその両側に狭  

小な路側帯という横断面構成の道路が多く見られ  

る。このような道路では、歩行者が通行できるス  

ペ山スが狭小で、また自動車は車道上を相当な速  

度で走行することから、歩行者が交通事故に巻き  

込まれる危険性が高い。このため、車道中央線を  

消去し車道外側線を道路中央側に移設（路側帯を  

拡幅）して、歩行者の通行空間を確保するという  

交通安全対策が進められている。ここでは、社会  

実験としてこの種の交通安全対策を実施した道路  

を対象に、歩行者、自動車の通行位置の変化の観  

点等から、対策の効果をまとめる。   
社会実験時の道路状況を写真一2に示す。この  

道路では、通常時に2車線道路であった道路を、  

写真上2 社会実験時の道路状況   

社会実験時に1車線の双方向通行道路とした。こ  

の際に、車道幅員ほ6mから4．75mとなり、また向  

かって左側の路側帯は1mから1。75mへと広がった。   

調査では、VTRを用いて歩行者等の通行位置  

の読み取りを行った。ここでは、VTRに記録さ  

れた映像において道路と直角方向に観測断面を定  

め、その観測断面上で道路横断方向に30cm単位  

で通行位置を読み取った。通行位置の読み取りは、  

写真m2の撮影アングルで、向かって左側を通行  

する歩行者（通行方向は問わない）と、手前から  

奥に向かって通行する自動車（ここでは「北行き」  

と呼ぶ。）を対象として行った。  
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図－4 自動車通行位置（通常時と社会実験時）  
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歩行者通行位置（側溝端からの距離：Cm）  

図－3 歩行者通行位置（通常時と社会実験時）  

歩行者や自動車（北行き）の通行は、それぞれ  

が単独で通行する場合もあれば、歩行者と自動車  

（北行き）がともに存在する場合や、自動車（北  

行き）が対向車とすれ違う場合もある。ここでは、  

対象となる歩行者や自動車が観測断面を通過した  

時刻を基準として、前後5秒以内に他の交通が観  

測断面を通過した場合に、すれ違いや追い抜きが  

起きたものとして結果を集計した。  

3。2結果と考察   

以下に示す通行位置は、歩行者ではその足下が  

観測断面を通過した位置であり、自動車では向かっ  

て左側の車輪の左端が観測断面を通過した位置で  

ある。   

通常時と社会実験時における歩行者、自動車の  

通行位置を図－3、図－4に示す。歩行者の通行位  

置ほ、通常時、社会実験時とも路側帯内にほぼ納  

まっている（図－3）。自動車の通行位置は、路側  

帯の拡幅に伴って道路中央側に移動した（囲－4）。  

これらの結果から、路側帯の拡幅に伴って、歩行者  

は通常時よりも広い空間を利用できるようになっ  

たことがわかる。なお一方で、図－4からは、路側帯  

に大きく踏み込んで通行する自動車も見られる。   

図ト5には、社会実験時について、状況別の自  

動車の通行位置を示す。図から、対向車がある場  

合に自動車が路側帯を通行するケースが生じたこ  

とがわかる。社会実験時の状況をみれば、歩行者  

がいる場合は自動車が路側帯に深く踏み込むこと  

は少なかったが、歩行者の安全のため、路側帯を  

通行しないようにしたり、通行する場合は踏み込  

む量を少なく、また走行速度を落とすなど、歩行  

者の安全性を高める対処を周知し意識づけていく  

ことが必要と考えられる。  

ハ
U
 
 

八
U
 
 

O
 
 

〇
 
 

6
 

O
U
 

2
 
 

ヰ
 
 

（
祁
）
痢
朝
（
恥
史
山
〇
秘
密
収
 
 

q ⊂〉 ⊂＞ ⊂I く⊃ ⊂） q q Q ⊂） く⊃ ⊂） Q くっ く⊃ ⊂） ○ ？？～  

曹 ‡‡   

自動車（北行き）通行位置（側溝端からの距離：¢m）  

図ト5 状況別自動車通行位置  

写真－3 生活道路整備後の状況  

4．生活道路整備による快適性の変化  

4．1調査対象箇所と調査方法   

生活道路に関しては、歩道の整備や無電柱化な  

どを通じて、歩行者が快適に利用できる空間とし  

ていくことも望まれる。ここでは、そのような観  

点での効果を把握した。   

対象とした道路は中心市街地に位置する生活道   
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回答者数（人）  

0   10   20   30   40  

回答者数（人）  

0  20  40  60  80  

電線がなくなり景観がよくなった  

歩道の整備により景観がよくなった  

植栽の配置により繊のあふれる道路  
となった   

ベンチの設置、たまり空間の創出により  
憩いのスペwスが出来た  

オブジェ・モニュメントにより道路の  
雰囲気が良くなった  

街路灯の設置により道路の雰困気が  
良くなった  

スピーカ…設置により音楽が流れており  
騒音が気にならなくなった  

その他  

歩きやすさ   

安全性、安心感  

（自動車との分離）  

景観、雰囲気  

その他  

囲－6 道路整備により変化した点（複数回答）   

路であり、整備前は道路幅員が8m程度で、歩道  

のない道路であった。この道路では、歩道を両側  

に設置するとともに、電線類地中化や舗石による  

修景整備、ベンチの設置等を実施している。生活  

道路整備後の状況を写真－3に示す。   

ここでは、来街者にヒアリング調査を実施し、  

道路整備により変化した点や、具体的に良くなっ  

た点■悪くなった点などを得た。  

4．2結果と考察   

図－6、図－7に調査結果を示す。道路整備によ  

り変化した点としては、歩きやすさの観点での回  

答が多い。これは、歩道の整備、無電柱化などによ  

り歩行者空間が充実したためと考えられる。図－7  

には景観等の面で良くなった点を示すが、ここで  

も歩道の整備、無電柱化がその大きな要因であり、  

それらの面での回答が多い。そのイ軌 道路整備を  

通じて駐輪が減ったことなどが、良くなった点と  

して得られている。調査では、悪くなったという  

回答はほとんどなく、歩きやすさなど快適性に関  

わる観点は、総じて好評であったと考えられる。   

5．ぁわりに  

以上では、生活道路における交通安全対策事例  

について速報的にその効果をとりまとめた。効果  

を把握することは、その道路における残された課  

図一7 景観、雰囲気に関して良くなった点（複数回答）  

題を見出すこととも共通するものと考えられる。  

今後も、生活道路における交通安全対策の効果の  

把握等を進め、得られた結果を技術的知見として  

とりまとめていきたい。  
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双方向通行道路における片側狭さくの効果等に関する実験的研究  

国土交通省国土技術政策総合研究所 正会員 ○高宮 進  

国土交通省国土技術政策総合研究所  岡 邦彦  

国土交通省国土技術政策総合研究所  小出 誠  

1．はじめに   

わが国の生活道路においては、歩行者や自転車利用者の交通安全の実現に向けて、ハンプや狭さく、シケイ  

ン、スラロームなどの交通静穏化策1）が展開されてきた。このうちハンプについては、双方向通行の道路に設  

置されるケースがあるものの、シケインなどでは、一方通行規制の実施に合わせて設置されることが多い。シ  

ケインなどでは通行する自動車が左右方向に蛇行しながら通行することになるため、対向する2台の車が衝突  

しないように一方通行規制を設けることになるが、一方通行規制を実施する交通静穏化策では、近隣住民が不  

便さを意識し対策案の合意に至るまでに多大な時間を要する場合もある。ここでは、双方向通行道路のまま交  

通静穏化を図る方策として、短区間での片側からの狭さくに着目し、その長所・短所から望ましい姿を得るこ  

ととした。以下では、片側狭さくに関して、1）狭さくのみを設置した場合、2）1）に加えて狭さくと相対する側  

の車道外側線上にボラードを設けた場合、3）2）に加えて  

「狭さくのない側を通行する車両に通行優先権がある」  

とドライバーに教示した場合の3パターンを対象に、敷  

地内実験を通じて狭さく付近での走行速度、加速度等の  

㊥   

状況を把握し、これらのデータから、望ましいパターン  

について考察する。  

2．データの収集   

双方向通行の生活道路を想定した実験用走路を用い、  

走行実験を実施した。実験用走路の形状を図－1、狭さく  

とボラードを設けたパターンの状況を写真－1に示す。こ  

こでは、車道幅員は4．5m、狭さくを設置した部分の車道  

幅員は3．5mとしている。実験では、被験者の車両2台を  

各出発位置（Sa、Sb）から対向するように走行させた。  

その際、各車両が出発する時間には差を設け、Sb出発車  

に対して、Sa出発車が4秒先に出発するケースから6秒  

遅れて出発するケースまで2秒間隔で設定した。ここで  

は出発時間差について、先に出発した車、遅れて出発し  

た車、時間差（秒）の順に「SaSb4」のように表記した。   

走行データは、被験者の車両からGPSにより時刻と位  

置を取得し、速度と加速度を算出した。異常な加速度値  

を示した走行データは除外し、正常に記録されたものを  

「走行データ」とした。走行データの件数を表－1に示す。  

3．結果と考察   

ここでは、対策のパターン別に狭さく付近で発生する  

事象の発生割合から、望ましい対策パターンについて考  

（狭さく設置側）  

図－1実験用走路の形状  

写真－1狭さくとボラードを設けたパターン  

表－1走行データの件数  
出登  Sb山発中（狭さく設置側）  

侍閃差   優先権を  狭さく  ポラード   優先権を  
のみ  設帯  設定  のみ  設帯  設定   

SaSb4  21   18   21   18   23   13   

SaSb2  19   18   20   21   20   16   

SaSbO  23   21   21   19   21   1バ   

SbSa2  19   20   19   18   22   2三Z   

SbSa4  22   18   17   20   19   14  

キーワード：交通安全、生活道路、双方向通行道路、狭さく  

連絡先 ：〒305－0804＝ 茨城県つくば市旭1番地 TEL：029－864＝－4＝539 FAX：029－864＝－2873  
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察する。実験に先立ち、2台の車両が狭さく部分へ同時に進  

入する事象も想定したが、このような事象は発生しなかった。  

（1）対向車との位置関係に基づく速度抑制   

対向車との位置関係に基づいて速度を抑制した望ましい  

事象について検討した。ここでは、狭さくの手前50mの範囲  

において30km／h以下で通過したものを、そのような事象が  

発生したものと見なした。発生件数の割合を図－2 に示す。  

優先権を設定した場合に、速度を抑制して走行した車両が多  

く発生している。これは、狭さくを設置した側を通行する車  

両が、優先権を持つ対向車に道を譲るために、狭さくの手前  

から速度を抑制して走行したものと考えられる。  

（2）対向車との位置関係に基づく速度の増加   

対向車より先に通過しようとして速度を上げてしまう事  

象について検討した。走行データのうち、狭さくの手前50m  

の範囲を40km／hを超える速度で通過したものについて、そ  

のような事象が発生したものと見なした。発生件数の割合を  

図－3 に示す。ボラード設置や優先権を設定した場合に多く  

発生している。ボラード設置によって幅員が狭くなったため、  

先に通過しようとする意識や、優先権を設定したことにより  

優先意識が強く働いたために、速度を上げて通行する車両が  

多く発生したものと考えられる。  

（3）狭さく直前での急減速   

狭さくに進入する直前に急減速するといった事象につい  

ては、実際の道路交通において追突事故の要因となる場合も  

考えられ、望ましくない事象である。ここでは、狭さくの手  

前20mの範囲において0．2Gを超える減速度を示したものに  

ついて、そのような事象が発生したものと見なした。発生件  

数の割合を図－4に示す。ここでは、パターンによる違いは  

見られなかった。また、発生頻度は少ないながらも、どのパ  

ターンでも急減速する車両が発生していることが分かった。   

以上（1）～（3）の結果から、優先権を設定したパターンでは  
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図－4 狭さく直前での急減速  
速度を抑制する車両が多く発生するものの、対向車より先に  

狭さくを通過しようとして速度を上げて通行する車両も多く発生している。生活道路において速度を増加させ  

てしまうパターンは特に望ましくないという観点から判断すると、このような事象の発生がもっとも少ない狭  

さくのみを設置したパターンが望ましい姿であるといえる。ただし、本稿で設定した各事象の見なし方（走行  

速度や加速度による判断の基準）については、さらに吟味して分析していく必要があるものと考える。  

4．おわりに   

本稿では走行実験を通じて、双方向通行道路での片側狭さくについて望ましい設置方法、教示内容を考察し  

た。今後は、実際の道路上における類似の対策の効果等を把握するなどにより、より詳細な知見を蓄えたいと  

考える。  

参考文献  
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くらしのみちゾーン地区における対策による効果の把握  

国土技術政策総合研究所 道路研究部道路空間高度化研究室 ○小出  誠  

高宮  進  

岡  邦彦  

同  

同  

1． はじめに   

自動車優先の道路整備から人優先の道路整備へと施策が展  

開する中で、既存の道路ストックを活用しつつ、安全でl突通  

な道路空間を提供していくことが望まれている。このため、  

歩行者・自転車優先施策として、くらしのみちゾーン・トラ  

ンジットモールの推進が進められており、全国から 55地区  

が対策実施地区に選定されている。これらの地区での対策立  

案や合意形成の経過、対策の効果、残された課題等について  

は、調査・分析、評価を行い、技術的知見の収集と継承を図  

ることが望ましい。   

本稿では、対策として道路整備が完了した2地区を対象に、  

それぞれアンケート調査、グループインタビューを行っ  

て対策による効果を把握した。また、アンケート調査や  

グループインタビューといった手法により、どのような  

効果を把握できるかという観点でまとめた。  

2．アンケート調査による効果の把握   

くらしのみちゾーンでは、ゾーン内の道路における歩  

道の整備や無電柱化を通じて、歩行者の快適性の向上が  

図られる。ここで対象とした道路は、商業や観光の中心  
図 

となる地区にありながら、一方通行2車線の車道と狭小  

な路側帯で構成され、通過交通も多く、歩行者にとって  

も歩きにくい空間であった。そこで、無電柱化、歩道拡  

幅、1車線化、スラローム化等の道路整備がなされたも  

のである。整備後の対象道路について写真－1に示す。   

効果計測にあたり、歩行者410孝一に対して歩行空間の  

快適性に関するアンケート調査を実施したところ、道路  

整備に対する評価は、ほとんどの歩行者が「良くなった」、  

「やや良くなった」と回答している。これら良い評価を  

した人にその理由を質問した結果を図－1示す。また、良  

くなった理由を「歩きやすさ」とした回答した人に対し  

て、その理由を質問した結果について図－2に示す。これ  

らの結果から、歩行者空間が充実したため、対策の効果  

として歩行者の快適性（歩きやすさ）が向上したものと  

考えられ、また、歩道の拡幅や凹凸の解消、無電柱化に  

写真－1整備後の対象道路  

0  貿）1（刀 1王刃 2∝） 250 こ】∝） 3王刃  

Ⅹ）7  

174  

211  

歩きや㌻さ   

安全性、妾妃感  
（自動車とのタ涌阻  

憲章軋雰囲気  

その他  

－1道路整備により良くなった理由（複数回答）  

0  ま） 1（刀 1幻  200  2ま）＋3∝  

2幻   

235   

59  

157  

団  

歩道が広くなった  

歩道抗亡凹がなくなった  

違∃焉頚勧戦くなった  

電柱がなくなった   

案内サイ潤滑こより   
分かりやすくなった   

歩行鼓自転泰摘曽えた  

自転津の速度が速くなった   

歩行鼓自転索が明海こ  
分離された  

その他  

図－2 歩きやすさが良くなった理由（複数回答）   
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よる効果が大きく寄与していることが分かる。  

このように、比較的簡便に行うことができるア  

ンケート調査によって、定性的ではあるが、対  

策による効果をある程度把握することができる  

という点も重要である。  

変更前：斜め交差  変更後：丁字交差  

3．グループインタビューによる効果の把握   

ここでは、くらしのみちゾーン内の交差点の  

形状を変更し、地区内を通過する交通の抑制や  

出会い頭事故の防止等を図った事例について、  

効果の測定・分析を行った。交差点形状の変更事例を図－3、  

写真－2に示す。この交差点は、変更前には斜め交差であっ  

たものを2つのT字交差点により変更しており、交差点の  

主従関係をより明確にした点が特徴的である。   

効果の計測にあたり、このゾーンに関係する町内会の会  

長等とゾーン内にある小学校の校長など合計9名を対象と  

したグループインタビューを実施した。グループインタビ  

ューでは、ゾーン全体に関する変化を幅広に得るのではな  

く、特にこの交差点形状の変更の観点から良くなった点、  

悪くなった点等をヒアリングするものとした。グループイ  

ンタビューで得られた主な意見について表－1に示す。   

交差点形状により良くなった点として通過交通が減少し  

たとの意見を得た。このゾーンの整備では外周道路の整備  

も並行して進めており、それも相まってこのような意見が  

図－3 交差点形状の変更状況  

写真－2 整備後の交差点（T字交差点）   

※図－1の右図で下方から撮影：整備前は手前  

の道路が直線形で、右方からの道路と斜め  

に交差していた。   

交差点形状変更に対する主な意見   
得られたようである。一方で、交   

差点形状の変更で自動車利用が不  

便になったとの意見もみられた。  

このように、利用者に広くアンケ  

ート調査を行わない場合でも地区  

に関わるメンバーによるグループ  

インタビューを行うことで、定量  

的な評価ではないものの、対策に  

よる効果や、残された課題につい  

ても意見として得ることができた。  

4．まとめ  

表－1  

本稿では、くらしのみちゾーンの対策実施地区として道路整備が完了している2地区を対象に、利用者に  

対する快適性に関するアンケート調査や、グループインタビューにより効果計測を行った。その結果、定性  

的ではあるが良くなった点や残された課題などが把握できた。個別対策箇所での自動車速度の計測やナンバ  

ープレート調査などにより、定量的な評価を行うことはもちろん重要であるが、データの収集・整理などに  

時間や費用がかかるといった課題もある。一方、今回のように比較的簡便に利用者の意見等をまとめ、技術  

的知見の収集を図るといった手法についても、対策による効果把握のための手段の一つとして有効と考える。  
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走行実験による交通事故発生要因の実験的分析  

国土交通省国土技術政策総合研究所 道路研究部  ○橋 本 裕 樹  

同  岡  邦 彦   

1． はじめに  

交通事故（死傷事故）全体の中で、発見の遅れ、判断の誤り、操作の誤りといった運転者のヒューマンエ  

ラーに起因する事故は9割以上を占めている。 このうち、全体の7．8％については、運転者の単純な不注意ば  

かりではなく、道路環境要因（道路標識や沿道の状況、道路構造など）に起因してヒューマンエラーが発生  

している。   

本稿は、交通事故の要因となりうるヒューマンエラーの発生を抑制する観点から、運転者のヒューマンエ  

ラーと、その発生を導くような道路環境要因との関係を把握するための実験的分析、及びヒューマンエラー  

の発生を抑制する具体対策を提案するものである。  

2．走行実験の内容   

実験対象とした交差点の平面図を図－1に示す。特徴として、右  

折車線が2車線、右折後の車線数が3車線であることが挙げられ  

る。本交差点を対象として被験者に試験車両を運転してもらい、  

箇所を通行するときの運転者の視認映像や注視点、試験車両の挙  

動（速度、ブレーキ使用量等）、通行車両の挙動（車線の利用状況  

等）を収集・分析することにより、事故の発生が懸念されるよう  

な危険な交通挙動の有無や、事故に結びつくヒューマンエラーと  

道路環境要因との関係を把握した。   

実験を行うにあたり、試験車両を運転する被験者は20名とし、  

プロドライバー（タクシードライバー経験年数5年以上）5名、  

一般（非高齢者）10名、高齢者（65歳以上）5名とした。運転頻  

度は各自とも週1日以上である。また、被験者には1人当たり4  図－1対象交差点  

回対象箇所を走行してもらい、走行実験終了後に、被験者の視認範囲や注視点の映像を見せながら、運転時  

の被験者の心理状況を把握するためのインタビュー調査を実施した。なお、試験車両の走行ルートは、図－1  

に示す右折第2車線（イ）から右折後第3車線（3）へ入るルートとした。  

3．実験結果   

図－2は定点カメラの映像（図－1に示すA～C）から把握した右折車両の選択経路とその台数である。図よ  

り、経路ア→2、及びイ→2を選択する車両のうち、併走車がいるにもかかわらず2を選択する車両が105  

台中34台存在しており、この状況下では運転者は併走車へ傾注するために歩行者への注意が散漫になること  

が推測される。上述した経路を選択する車両が存在するのは、右折後すぐに次の交差点が存在し、早めに車  

線変更をしたいと考える運転者がいることが一因として考えられる。  
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また、収集したデータを分析した結果、2種類のヒュ  

ーマンエラーが検知された。本稿では、歩行者を注視せ  

ずに右折した例について詳細に示す。被験者（一般・男  

性）は、右折時に自車の左斜め前を走行する併走車を非  

常に気にしており、併走車を注視している（図－3参照）。  

横断歩道通過中は、流出先の車線を注視しており（図－4  

参照）、併走車は横断歩道手前で停止し歩行者に先をゆず  

っている状況であるにもかかわらず、被験者は減速せず  

に横断歩道を通過するという走行が確認された。なお、  
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6
 
5
 
4
 
3
 
2
 
1
 
 

（
モ
和
）
 
慮
和
 
 

図－2 車両の選択経路と台数  走行後のインタビューでは、  

「併走車を非常に気にした」と  

回答しており、併走車の存在が  

ヒューマンエラーの発生に強く  

関係していることが想定される。   

このほか、併走車につられて  

右折しようとした際に、歩行者  

の存在に気づき横断歩道の手前  図－3 併走車への注視  図－4 流出車線を注視している様子  

で急停止した走行（判断ミス）が検知された。   

以上を踏まえ、提案した具体対策を図－5に示す。本実験  

で検知されたヒューマンエラーの発生を抑制する対策とし  

ては、歩行者と自動車の錯綜をなくす歩車分離信号の導入  

が第一に考えられる。また、横断歩道の前面に自発光式の  

機器を設置し、歩行者がいるときに発光して運転者に注意  

喚起するシステムの導入等が有効であると考えられる。   

右折中の併走車との錯綜を抑制するためには、右折レー  

ンを車線別にカラー化し、走行位置を明確に示すことが効  

果的であると考えられる。   

さらに、当該交差点を右折した後すぐに次の交差点が存  

在することから、右折後の進路を明確にした新たな案内標  

識の設置も、併走車との錯綜防止のために有効であると考えられる。  

図－5 提案した対策案   

4．まとめ  

本稿では、右折2車線、右折後は3車線となる交差点において被験者に試験車両を運転してもらう走行実  

験を実施し、当該箇所で発生するヒューマンエラーの検知および対策案の提案を行った。その結果、ドライ  

バーが併走車の動きを気にして横断歩行者への注意が散漫になるなど、運転者のヒューマンエラーと当該箇  

所での道路・沿道環境要因との関係を把握した。さらに、横断歩道位置の明確化、走行車線及び走行位置の  

明確化等を対策案として提案した。   

今後は、提案した対策の効果をシミュレーション実験等により把握し、ヒューマンエラーの発生を抑制す  

る対策としての有効性を確認する予定である。  

＜参考文献＞  

（財）交通事故総合分析センター、交通統計平成17年版，2006  
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交通挙動の変化による交通安全対策の効果評価に関する検討  

国土交通省国土技術政策総合研究所 道路研究部  

同  

千葉県県土整備部道路環境課  
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1．はじめに   

交通安全対策の評価は、対策実施前後の事故件数の比較によることが一般的であるが、事故データの収集  

には時間を要するため、対策実施後の早期の効果評価ができないという課題がある。本稿は、交通安全対策  

が交通事故に結びつく交通の動き（以下、「交通挙動」という。）の防止、抑制を目的としていることに着目  

し、対策効果評価指標としての交通挙動の有効性、対策実施前後の交通挙動の変化による対策効果評価方法  

について検討した結果を示すものである。  

表1評価指標の評価項臼別分類  
2．評価指標の設定   

評価指標の設定にあたっては、全国の国道事務所における  

交通安全対策実施に合わせた交通挙動調査の実施状況、実施  

内容を収集、整理し、これらをもとに評価指標の種類、評価  

項目を分類した（表－1）。なお、車両の動きの他、視認距離の  

改善等のような交通安全対策による物理的な環境の変化も対  

象として考慮している。   

次に、評価指標を追突、右折直進（車両相互）等の事故類  

型毎に、対策検討の過程（事故類型～事故発生要因～対策方  

種類  評価頃R分類   具体の評胞蘭標（例）   

環境変化  物押立  視認距離・視認の可否   

卓両走行速度  接近速度 左 
右折卓両の交差点通過速度  

辿  
度  黄・赤信弓▲での停「卜線のはみ山し  

単独車両  停「卜挙動   頻度  
の挙動  

黄・赤信弓▲での交差点進入ホ数  

進   左折車両〔7）ウインカー点灯位置  

進路変更挙動     行  

方 向  

複数車両〔7）  車間距離  車群走行車lrl膵）車間距傑・車頗時   
相対関係  問   

その他  
急ブレーキ、急接近等の頻度  

危険事象   ヒヤリ事象   

針）に基づき体系的に整理した。一例として、右折直進（車両相互）について表－2に示す。  

表－2 対策検討過程から設定される評価指標（事故類型：右折直進（車両相互））  

No．  事故雅代パターン   対策のねらい   評仙の着眼点   評仙指標   

l  見通しが悪く、ん折  ドライバーの視認性  対向直進巾二何との短い巾二重頁距離を縫った危険なタイミングのん  ん折車両の利川／棄却ギャップ  
巾二の対向直進巾二認知  
が遅れる   除去する   

右折車両は安全な位置に待機するようになったか；？   右折車両の対向直進車両視認位置  

対向直進巾二認知遅れに上る危険事象発生頻度は減少している  
か？   

右折車両・対市直進車両の回避行動‡＝t減少したか；？   右折車両・対向直進車両の回避行動頻度  

右折時の対向直進車への視認性‡＝封句上したか；？   右折待機位置からの対向直進方向視認性   

／  対向直進車両の速度  対向直進両面の速度  対向直進巾二何との短い巾二重頁距離を縫った危険なタイミングのん  ん折車両の利川／棄却ギャップ  
が高く、危険なタイ  折は減少したか？  

ミングの右折が発生   
対向直進車両の走行速度は減少しているか？   対向直進車両の交差点通過速度  

ん折巾二と対向直進巾二との危険事象発生頻度は減少しているか？  危険事象（衝突、急ブレーキ、急接近）の頻度   

3  交差点が複雑であり、  右折車両の走行軌跡  
右折走行軌跡がサこ安  
定   

右折車両は安全な位置に待機するようになったか；？   右折車両の対向直進車両視認位置  

ん折走行軌跡に上る危険事象発生頻度は減少しているか？   危険事象（衝突、急ブレーキ、急接近）の頻度   

4  交差点が人きく、ん  ん折巾二何の交差点通過速度  

折走行速度が高くな る   
削する   か？   

5  ん折可能な時間が知  ん折巾二何の交差点通過速度  
く、無理なん折が発  
牛   対向直進車両の短い車頭距離を縫ったM理な右折‡＝t減少した  

か？   

ん折車両の信号無視は減少したか？   ん折巾二何の信号無視の頻度  

無理鬼石折による危険事象発生楓凰＝t減少しているか；？   危険事象（衝突、急ブレーキ、急接近）の頻度  

右折†能時間‡＝土塀伽したか；？   右折車通行現示時間の測定   
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3．評価指標の有効性、評価方法の検討   

評価指標の有効性、評価方法を検討するため、交通安全対策の実施前後における交通挙動を観測し、評価  

指標毎に交通挙動変化の比較検証を行った。以下に特徴的な2事例を紹介する。交通挙動の取得に際しては  

複数の評価指標に対して最も汎用性が高いビデオカメラを用いた。調査  

時間帯は対策がねらいとする交通事故が多発している時間帯とし、対策  

実施前及び実施直後に、同一時間帯で3時間程度ずつ撮影を行った。  

（1）追突事故に対する路面標示による速度抑制対策の評価   

交差点流入部での走行車両の速度超過に起因する追突事故対策と  

して、減速路面表示による速度抑制対策を実施する箇所（写真－1）  

において、対策前後で速度超過車両がどの程度減少しているか評価  

した。対策実施箇所の制限速度が50km／hであり、測定誤差も考慮  写真－1減速路面表示の評価事例筒所  

3U㌔   

して走行速度55km／h以上の車両を速度超過車両とした。  

対策の実施により速度超過車両の割合が6％から2％に  

減少しており、対策効果の発現及び評価指標としての走行  

“““““““““““ 
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級
二
と
の
観
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速度の有効性が確認された（図－1）。なお、全走行車両の平  

均速度は対策前後でほとんど変化しておらず、対策により  

変化すると考えられる交通挙動をあらかじめ十分に検討し、  

対策前後の変化を確実に把握する必要がある。  

（2）右折直進事故に対する路面標示による右折車両の  

走行位置安定化対策の評価  

右折時の走行位置が不安定な車両の存在に起因する右折  

品 こj蒜さ こj㌫し－ L芸読さ1㌫U 5㌫さ章さ㌫U しJ㌫5 ⊥ニL召  
走行速度1l（m／h） 戯＝皿遡遊山泣出＝皿題  

図－1減速路面表示設置前後の走行速度分布  

直進事故対策として、右折導流線設置による右折車両の走行位置の  

安定化を図る箇所（写真－2）において、対策前後で走行位置がどの  

程度安定したか、具体的には、新たに標示した右折導流線の位置に  

対して完全に内側にはみ出した位置を走行する車両（以下、「危険車  

両」という。）の割合がどの程度減少しているか評価した。   

対策実施前後で、危険車両の割合は72％から58％に減少し、対策  

効果の発現及び評価指標としての車両通行軌跡の有効性が確認され  

た（図－2）。  

写真－2 右折導流線設置の評価事例筒所  

4．今後の課題   

本研究では、速度超過車両や危険車両の割合と事故率の関  

係を用いて、把握した交通挙動の変化から対策後の事故率を  

算出する方法についても検討した。今後は、交通挙動の変化  

と事故率の関係について研究を深め、評価方法として確立し  

ていくことが必要である。  
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参考文献1）（財）交通事故総合分析センター：交通事故対策・  

評価マニュアルおよび交通事故対策事例集、2005  
図－2 右折導流線設置前後の走行位置分布   
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PDCACycleBasedTramcAccidentCountermeasureManagement  

Shinsuke SETOSHITA，HirokiHASHIMOTO  

NationalInstitutefor Land andInfrastruCture Management  

ABSr疋∠4CT：InordertoiInPlementtramcaccidentcountermeasuresmoreef托ctivelyandtocarryouttrafnc  

accidentcountermeasurepr（刀eCtSWithimprovedefnciency，1tisessentialtoproposecountermeasuresbased  

On the approprlate analysIS Ofthe causes ofaccidents，and to accurately evaluate the efEbctiveness of  

COuntermeaSureS that have been taken to study supplementary countermeaSureS．And we must also  

accumulatedataandknowledgethroughtheseprocessesinordertoftedbacktheknowledgegainedfrom  

theseevaluationstoproposefuturecountermeaSureS．ThereforeefR）rtSareundertakenbasedontheTrafnc  

Accident Countem?easure and Evaluation Manual that has been prepared to systematize the 

PrOCedure－－－－ザrOPOSal，implementation，and evaluation ofcountermeaSureS－aS aPPliedto trafnc accident  

COuntermeaSureS On trunk roads．And alldata concermnglocations ofcountermeaSureS，aCCident data，  

COntentS Of countermeaSureS，and results of evaluations are being accumulatedin the Accident  

CountermeaSureDatabasethatcanbesearchedforrefbrencedatainorderconstruCtaPrOCedurethatcanbe  

appliedtofbedthesedatabacktotheprocessofproposlngfuturecountermeaSureS．Thisreportintroducesthe  

applicationofthisPDCAcycletothemanagementoftrafBcaccidentcountermeasures．  

WYⅢDS：trafncaccidentmeasurementmanagement，hazardousspotpr（リeCt，PDCAcycle  

But as shown by Figurel．2，although both the  

numberoffatalities andthenumberoffatalities and  

l1月uriescausedbytrafBcaccidentsinJapanarenow  

tendingtofall，thenumberoffatalitiesandserious  

l1月uriestendedtorisealmostconsistentlyunti12004  

that is only four years ago regardless of the 

implementation of various countermeaSureS  

includingconcentratedcountermeaSureS．  

1．INTRODtTCTION  

1．1Problemswithtrafncaccident   

cOunterllleaSureS 

Acharacteristic oftrafnc accidents ontrunkroadsin  

Japanis that they are concentrated at specinc  

locations：aSShownbyFigurel．1，56％ofalltrafnc  

accidentsareconcentratedon9％oftotalroadlength．  

This means that it is effヒctive to take   

countermeasures at locations where accidents are 

COnCentrated， SO from 1996 unti1 2002，  

countermeasures were talten concentrated at a total 

Of3，196locationsthathadbeenselectedaslocations  

Whereaccidentsoccur丘equently（below，“hazardous  

SpOtS”）．  

Ithas been confirmedthatthis policyhas reduced  

thenumberoffatalaccidentsandaccidentscauslng  

lI刀uriesbyabout30％attheselocations．  

Figurel．1LocationsofTrafGcAccidentsonTruIlk  

Roads  

65   



Ofthe causes ofaccidentsisleftup tohypotheses  

madebyresponsibleofncialsinthe丘eld．  

（1，000sof  
accidents）  

1400   1200  

（People）   

18，000  

16，000  

14，000  

12，000  

∽ ．聖10，000  

葛 8，000  
L」  

6，000  

4，000  

2，000  

0  

S
l
u
ひ
P
．
5
0
＜
－
O
」
ひ
q
∈
コ
Z
 
 

O
 
 

O
 
O
 
O
 
O
 
 

O
 
O
 
O
 
O
 
・
1
 
 
 
 
8
 
 
 
 
6
 
 
 
 
4
 
 

1．1．2Increaslng COmPlexity ofthe causes ofthe  

occurrence of accidents 

The causes of the occurrence of accidents have  

becomeincreaslngly complex under theimpact of  

the diversi坑cation of road users． Advanced  

specialized knowledge is necessary to propose 

appropriate countermeasures in the face of the 

diversi坑cationandincreaslngCOmPlexltyOfmethods  

Oftakingcountermeasures．  

19551960196519701975198019851990199520002005  

Figurel．2ChangingNumberofFatalitiesand  

NumberofFatalitiesandInjuriesCausedbyTrafnc  

Accidents  

Thenumberoffatalities andthenumberoffatalities  

andirtiuries causedbytrafBc accidents are greatly  

influenced by trafBc volume．And trafBc accident  

countermeasures include the strengthening of 

regulations that mandate the use of seat belts，  

improvement of the saftty of automobiles，and  

improvement of emergency medical treatment 

SyStemSandothercountermeaSureS，SOitisdifncult  

to explain the factorsinfluenclng trafBc accident  

fatalities and seriouslrUuriesin termS Ofa slngle  

hctor．  

However，PaSttrafncaccidentcountermeaSureShave  

beenhamperedbytheproblems discussedinparts  

l．1．1tol．1．3below，SOthe factthatplaces where  

countermeaSureS have beentakenbuthave notbeen  

Sufnciently efEbctive have beenidentinedis one  

cause ofthe failure ofthe numbers offatalities and  

l1月uriestodecline．  

1．1．3Inadequateevaluationsofcountermeasures  

In order to study the efEbctiveness of  

countermeaSureS that have been taken and the need  

for supplementary countermeaSureS， the  

implementation of countermeasures must be  

fo1lowedbyqualitativeandquantitativeevaluations  

ofthe effbctiveness ofthese countermeaSureS．Tb be  

able to effectively conduct future countermeasure 

PrOPOSaland evaluation processes，itis vitalto  

COllect knowledge gained through the  

implementation of past traffic safety 

countermeasures so that it can be referred to when 

implementlngfuturetrafnc safbtycountermeaSureS．  

Additionally，WhenplannlngafuturecountermeaSure，  

it must be possible to select the most effbctive  

COuntermeaSure from among many proposed  

countermeasures that have been taken in the past 

based on the organization of accident reduction  

efftctiveness oftrafnc safbty countermeaSureS that  

havebeentakenateachlocation．  

But the evaluation of countermeaSureS a銃er they  

havebeentakenhasnotbeenperfbrmedadequately，  

SO that knowledge and expertise regarding tramc  

Safヒtycountermeasures have notbeenaccuInulated  

SyStematica11y．  

1．1．1Theincomplete state of a system fbr the  

SPeCificationofca11SeSOftrafficaccidents  

TbselectapproprlateCOuntermeaSureS，1tisessential  

toclarifythestateofoccurrenceandthecontentsof  

accidents to gain a detailed view of the processes 

resultinglnaCCidents，andthereby，1earntheiractual  

CauSeS．Butbecauseasystemtospecifythecausesof  

accidentshasnotbeenestablished，thespecification  1．2NewinitiativesatIlaZardo11SSPOtS   
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In2003，3，956intersectionsanduninterruPtedflow  

SeCtionsofroadswheretherateofaccidentscauslng  

fatalitiesandirtiuriesishighwerenewlydesignated  

and hazardous spot countermeasures devised to  

PreVentCOnCentratedaccidentswerebegunundera  

丘ve year plan spannlng the periodfrom2003to  

2007．Based on past considerations of trafnc  

accident countermeasures，these trafnc accident  

COuntermeaSureSWereCarriedoutbyconstruCtlnga  

PDCAcycle systemtoimplementcountermeasures  

more efftctively and more efnciently．This report  

introduces the Tra任ic Accident CountermeaSure and   

Evaluation Manual and the Traffic Accident 

CountermeaSureDatabasethathavebeenpreparedin  

Order to build the PDCA cycle system and a  

PrOCedurefor uslng these to take trafnc accident  

COuntemeaSureS．  

this processin order to fbed back theknowledge  

gainedfrom these evaluations to propose future  

COuntermeaSureS．  

Consequently，the manual systematizes the  

COuntermeaSurePrOCedureinthesequenceofsteps：  

PrOPOSlng a COuntermeaSure，eValuatlng the  

COuntermeaSure，andplaclngtheresultsinthe data  

base，tOeStablishtheprocedureshowninFigure2．1．  

This permits users of the manual to take 

countermeasures efficiently without the wasteful 

repetitionofsteps．  
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2．10utline   

The Traffic Accident Countem?easure and 

Evaluation Manualsystematically organizes trafnc  

SafbtycountermeaSure Studymethodstopresentan  

OVerallprocedure based on the PDCA cyclefrom  

COuntermeaSure PrOPOSal to evaluation．The  

fo1lowlnglSadetaileddescrlPtlOnOfthismanual．  Figure2．1AccidentCountermeasureProcedure  

2．2 Systematization of the countermeasure  

PrOCedure  

In order to implement traffic accident 

countem?easures more effectively and to carry out 

trafnc accident countermeasure prq］eCtS mOre  

efnciently，1tisessentialtoproposecountermeasures  

based on the appropriate analysis of the causes of 

accidents，andaccuratelyevaluatethe efEtctiveness  

Ofcountermeasures that have been taken to study  

SuPPlementarycountermeasures．Andwemustalso  

accumulate data andknowledge obtained through  

2．3 Clarification ofinformation that should be  

knowntoproposecountermeasures  

Toproposeaneffbctiveplan，1tisvitaltoaccurately  

Clarifythe road struCture and state of trafnc at  

locations of countermeaSureS and the ways that  

accidentsoccurtoperfbrmacorrectanalysISOfthe  

causesoftheaccidents．  

So fbr use when proposlng a Planned  

COuntermeaSure，the manualorganizes outlines of  

locations－rOadstruCtureandstateoftrafncetc．－in  

Ordertogalnanunderstandingofconditionsbefbre  
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the countermeaSure，Plus the way that accidents  

OCCur based on accident data and drawlngS Of  

accidentoccurrenceprocesses．  

By enterlnginformation according to theformat，  

userscanprovideallitemsofinformationnecessary  

toproposeacountermeasure・  

： 

Figure2．2ExampleofanAccidentCauseTable  2．4 Use of the Collected Trafnc Accident   

Countermeasure Cases 

Planners can propose more effbctive  

countermeasures more efficiently by accumulating 

andapplyinginfbrmationsuchasmethodsoftaking  

COuntermeaSureS aPPliedin the past，PreCautions  

fo1lowedtoapplythesemethods，andsoon．  

The Collected Traffic Accident Countermeasure 

Casesthatpresentsknowledge concern1ngCaSeS Of  

the analysis ofpastaccidents at557locations can  

used by accident countermeaSure Planners．This  

consists ofthe Accident Cause Table thatis usedto  

abstractthecausesofaccidentsbasedonthetypesof  

accidents that occur often at the study locations 

（head－On COllisions，COllisions between automobiles  

enteringintersections，etC．）and the Accident  

Countem?easure Table that is used to select an 

approprlateCOuntermeaSuremenubasedonthecause  

ofaccidents．  

2．4．2AccidentCountermeasureTable  

This table summarizes countermeaSure guidelines  

and specific types of countem?easures plus 

PreCautionsforeachaccidentcausalfactorthatisa  

resultoftheroadenvironment，andisusedtosupport  

theproposalofspecincaccidentcountermeaSureS．  

Evenwhenaccidentsarecausedbythesamefactor，  

the countermeaSure taken varies according to the  

characteristics oftheroadatthe accidentoccurrence   

location．Therefore an Accident CountermeaSure  

Table is prepared for each of 4 road types 

CategOrizedbasedonintersection／uninterruPtedflow，  

absence／presence ofsignals，number oflanes，and  

otherroadfbatures．  

Bothcarsturnlng  

andcarsgolng  

Straightareonthe  

Same lane 

2．4．1AccidentCauseTbble  

This table organizes accident occurrence processes  

hypothesized based on each type of accident and 

roadenvironmentfactors thatencourage accidents，  

andis used to support the task ofspecifying the  

factorsthatcontributetotheoccurrenceofaccidents．  

Even fbr accidentsin the same accident category，  

theircausesvaryaccordingtocharacteristicsofthe  

road ateachaccidentlocation．Therefbre，Accident  

CauseTablesarepreparedseparatelyfbr14kindsof  

roads  categorized  based  on  

intersection／uninterruPtedflow，absence／presence of  

Slgnals，numberoflanes，andotherroadfヒatures．  

Figure2．3ExampleofanAccidentCountermeaSure  

Table  

2．5Incorporationofcountermeasure eval11ations  

intIleCOuntermeaSurePrOCedure  

Countermeasureevaluationscanbeusednotonlyto  

connrm Whether or not a measure that has been  

takenhasachieveditsintendedefEヒcts，butcanalso  

beusedasreftrenceinfbrmationtoperfbrmstudies  

necessary to plan supplementary measures atits   
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location and measuresfor otherlocations，making  

theseextremelyimportantprocedures．  

SothemanualstlPulatesthatanadvancesurveybe  

Carriedouttopermitatwostepevaluation－Settlng  

evaluationindicesandcollectlngdataneededfbrthe  

evaluation－before actually plannlng a PrOPOSed  

countermeaSure． And the evaluation of a  

COuntermeaSurePerfbrmedafterthecountermeaSure  

has been takenis a three step procedure：a  

POSt－meaSure Organization of conditions after the  

measure，POSt－meaSure SurVey tO eValuate the  

measure，andperfbrmanCeOftheevaluation．Allthe  

needed data can be organized by recording it 

accordingtotheformatStlPulatedinthemanual．  

extremely valuable infom?ation when planning 

measuresforotherlocations．  

Therefore，allinformationincluding outlines of  

locations of measures， aCCident data，  

COuntermeaSureS，eValuation results etc．that are  

recordedasstlPulatedbythemanualarestoredinthe  

AccidentCountermeaSureDatabase．   

The Collected Traffic Accident Countermeasure 

Cases that organizes and summarizes knowledge  

abouttheanalysISOfpastaccidentsasdescribedin  

Part2．4abovewaspreparedbasedondatafor557  

locations．Building this Database willpermit the  

COmPletionoftheCollectedCasesinthefuture．And  

it will allow countem?easure planners to set 

COnditionstodirectlysearchfbrcasesforrefbrence  

usefromamong nationwide countermeaSure CaSeS．  

TheAccidentCountermeaSureDatabaseis described  

ingreaterdetailinPart3below．  

2．6RoleofAdvisoryCommittee  

There are some causalfactors that are clearand can  

be dealt with by easily planned countermeaSureS，  

Pedestrianaccidentsonroadswithoutsidewalksfor  

example，buttherearealsofactorsthatareunclear，  

COmPlex，andaredifBculttodealwithbyplannlng  

suitable measures：those that cause accidents at  

locations equlPPed with trafnc safbty facilitiesfor  

example．  

Anefftctivewaytohandlethesecasesistoestablish  

a system that reflects the knowledge of academic 

expertswhopossessspecializedknowledge．  

So the manualstlPulates that，aS neCeSSary，the  

advice of a Prefectural Advisory Committee 

COnCernlng the analysIS Of causes of accidents，  

PlannlngOfmeasures，theadvancesurveyPerformed  

to prepare for evaluation，etC．be sought before  

implementlngameaSureinordertoobtaintechnical  

guidance and objective opinions to implement the 

Pr（リeCt．  

3．  ACCIDENT  COUNTERMEASURE   

DATABASE  

3．10utline   

The Tra任ic Accident CountermeaSure and  

Evaluation Manual，that is a collection of  

COuntermeaSureS，reSults of evaluations of these  

COuntermeaSureS before and after they have been  

taken，andotherknowledgeobtainedthroughevery  

StePfromtheplannlngOfcountermeaSureStOtheir  

evaluation，is used to propose future  

countermeasures andto evaluate their effヒctiveness．   

The Accident CountermeaSure Database that was   

construCted based on the manualconsists of the  

Accident Countermeasure Database Entry System  

thatis used to enter data about countermeaSure   

locationsandtheAccidentCountermeasureDatabase  

WebSystemthatcanbeusedtoreftrtoandsearch  

fbrdataandtoabstractdataontheVVeb．  

As explainedinpartl．2，atOtalof3，956locations  

Where accidents causlng death orlIPries have  

2．7Accum111atinginbrmationin tIle Accident  

Countermeas11reDatabase  

Infbrmation extending 圧om the plannlng tO the  

evaluation of measures at hazardous spotsis  
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OCCurred frequently were designated as accident  

hazardous spots in 2003 and concentrated  

countermeaSureS have been taken attheselocations．  

The Database stores data concernlng the road  

StruCtureandtra任icenvironmentsattheselocations，  

Plus the countermeasure study procedure and the  

effヒctivenessofmeasures．  

ThedataisupdatedonceayearbyuslngtheEntry  

Systemtorecoverdatapreparedbyroadmanagers．  

The system used to refbrence，SearCh for，and  

abstractdataisconstruCtedasaWebsystemsothatit  

Canbeoperatedfromanypersonalcomputerlinked  

totheinternetineverypartofJapan．  

Figure3．1isanexampleofaDatabasescreen．Itisa  

SCreenthatis visually easyto understand andthat  

CanbeoperatedcompletelyuslngOnlyamouse．Itis  

POSSibletousetheDatabasetoeasilysearchforand  

refer to data about locations with similar road 

Characteristics，locations where similar accidents  

OCCur，andotherlocationsaplannerwishestoreftr  

to．  

CountermeaSureandEvaluationManual，CategOrized  

asitemsnecessarytoproposeplansbeforetakinga  

trafBcaccidentcountermeaSureanditemsnecessary  

to evaluate the efEbctiveness of a countermeaSure  

that has been taken．Figure3．2 shows the  

relationships with items entered at the  

COuntermeaSureandevaluationstagesoftheprocess．   
＜CountermeasureProposal／   
Evaluation F10W＞  

－よ＝喜一  

＜ltemsentered to Database＞  

」＝＝ゝ・  

下⊂＝コF  

Figure3．2 Relationship of the  Traffic Accident 

CountermeaSureProposalandEvaluationFlowwith  

Entered Ttems 

Figure3．1ExampleofanAccidentCountermeasure  

Database screen 

3．3FunctionsoftIleDatabase  

3．3．1Dataentryandproposals11PPOrtfunctions  

Thisfunctionisusedbyroadmanagerstoenterdata  

COnCernlng COuntermeaSurelocations．The screen  

StruCtureCOnfbrmStOanentryfbrmatstlPulatedby   

3．2Dataitems  

ItemsofdataenteredtotheDatabaseare，underthe  

PrOCedure prescribed by the Trafnc Accident  
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theTrafBcAccidentCountermeaSureandEvaluation  

Manual，SOitcanbeusedtoreadinimagedatasuch  

as photos of the site and drawings showing how 

accidents occur．Selectlngthe entryformatis done  

notonlybyclickingtabs．Itisdesignedsoitiseasy  

toentertheroadcategoryandotheritemsbyuslng  

Pulldownmenus．  

And the countem?easure study process from the 

analysISOfthecausesofoccurrenceofaccidentsto  

deciding on the speci坑c countermeaSure WOrk  

CategOryhasbeendesignedsoentrycanbedonein  

SequenCe．By automatically displaylng a menu Of  

Candidate countermeaSureS based on types of  

accidentsthatoccurfrequentlyatacountermeaSure  

location，it supports the systematic study of  

COuntemeaSureS．  

Screen  

3．3．3Projectprogressmanagementfunction  

The pr（刀eCtPrOgreSS managementfunction can be  

used to con鎖rm the state of progress of a  

COuntermeaSure for hazardous spots by road  

manager，byuninterruPtedflow／intersection，andby  

bodyimplementlngthepr（刀eCt．Figure3．4showsan  

example ofapr（刀eCtPrOgreSS managementSCreen．  

The state ofprogressis displayed on abar graph  

COlor coded according to the degree ofprogress，  

Permittlngtheusertovisuallyconnrmtheprogress  

Oftheprq］eCt．  

3．3．2Casesearchandrefbrencefunctions   

The case search function can be used to search for 

and display locations that conform with preset 

SearChconditions．Figure3．3isanexampleofacase  

SearChdisplayscreen．  

It can be used when planning a traffic safety 

countem?easure to propose and evaluate traffic 

Safbtymeasuresaccordingtoavarietyofpurposes；  

to鎖ndoutwhatkindsofcountermeaSureShavebeen  

takenatlocationswherethesametypesofaccidents  

occur or to find out the cost of particular 

COuntemeaSureS．  

Figure3．4ExampleofaPr（可ectProgress  

Management Screen 

3．3．4Dataabstractionfunction  

Thedataabstractionfunctioncanbeusedtooutput  

datafor optlOnalitems regarding hazardous spots  

searchedfbrbased on searchconditions to an Excel  

坑1e．Itcan，fbrexample，beusedtonndoutwhich  

type of countermeasure has been taken most  

丘equentlytodealwithacertaintypeofaccident，Or  

how a certain countermeasure workis evaluated．It   

can be used to obtain information for use as 

refヒrence  infbrmation  when selectlng  

countermeasures or studying evaluation indices by 

analyzlngthedatathatisoutput．  Figure3．3ExampleofaCaseSearchandDisplay  
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4．CONCLtTSION  

Althoughthenumberoffatalitiesandthenumberof  

fatalities andiruuries caused by trafnc accidents  

havebeentendingtofallsince2004，theyremainat  

highlevels：6，352fatalities andl，104，551people  

lrtiuredorkilledin2006．Toachievethenumerical  

goals of5，5000rfbwerfatalities andl，000，0000r  

ftwerfatalitiesandiruuriesby2010setintheEighth  

BasicPlanforTrafncSafbtyandtheultimategoalof  

atrafnc accidentfree society，WemuStCOntinueto  

Strivetoimplementtrafncaccidentcountermeasures  

inthefuture．   

New concentratedcountermeaSureS are SCheduledto  

beginin2008．Wewillcontinueeffbrtstoimprove  

theTrafncAccidentCountermeasureandEvaluation   

Manual and the Accident Countem?easure Database 

by means such as having managersin the neld  

complete questionnaires to identify shortcomings 

WiththeDatabaseandtheManual．Wealsoplanto  

continue to carry out improvements to fUrther 

strengthen the traffic accident countermeasure 

SyStembasedonthePDCAcycle．  
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3．2．2 交通安全施設に関する研究  
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道路照明施設は、道路法第30条に基づく道路橋造令第31条において交通安全施設の【つと  

して位置付けられている。道路照明施設の整備に関しては、∬般的技術的基準を定めた「道  

路照明施設設置基準」を適用し、施設の合理的な計画、設計、施工および維持管理を行うも  

のとしている。現在、道路法に基づく道路に道路照明施設を整備する場合には、「道路照明  

施設設置基準」に基づき計画、設計等を実施することになるが、【部内容が仕様規定になっ  

ていることから、新技術や新手法への対応に柔軟さを欠くケースがある。道路照明施設に必  

要とされる機能を満足した新技術、新手法は、コスト縮減や品質向上の観点から積極的に採  

用されるべきものであり、この採鳳こ対する柔軟性を向上させることを目的としで性能規定  

の導入（性能規定化）に関する検討を行ったのでここに報告する。  

示す。  
1．t諌ミュめ貫こ  

現在、道路法に基づく道路に道路照明施設を整備する  

場合、道路状況、交通状況を的確に把握するための良好  

な祝環境を確保するた捌こ「道路照明施設設置基準」（以  

下、設置基準という）が適用されている。設置基準には、  

道路照明施設の整備に関する一・般的技術基準が定められ  

ており、過去25年以上に渡ってこの技術基準に基づいた  

施設整備が行われてきたが、一部内容において仕様規定  

となっていることから、新技術や新手法の柔軟な採用が  

困難となることがある。こういった背景から、設置基準  

に定められる仕様規定要素について、これを性能規定に  

移行すること（性能規定化）を目的として検討を行った。  

また、設置基準において明確化されていない技術基準等  

についても既往研究等の成果を調査のうえ、新たに検討  

を行った。   

なお、道路照明施設には、道路構造令第34条に規定さ  

れるトンネルの照明施設が含まれるが、本検討ではこの  

施設に関する性能規定への移行検討は報告対象外とする。   

歪ヨ 性能規定歴任様規定⑳定義  

道路照明施設に性能規定の導入を検討するにあたっ  

て、一般的に述べられている「性能規定」および「仕様  

規定」についての定義を嚢ケ1に整理する。また、それ  

ぞれの規定方法についての特徴等を比較形式で泰丁劉こ   

衰巨1 性能規定および仕様規定の定義  

衰Ⅷ2 吾規定方法の特徴とE車受  

性能規定   仕様規定   
◎性能を満たす解決手段  ◎具体的である   
の選択自由度が大きい  ◎誰にでも理解しやすし、   
◎社会的説明が明確  ◎適合性の審査がしやすい醤  
◎代替性がある   

特  徴  ⑳性能評価が煩雑   感目的・目標性能が不明確  
⑳適合性検証に高度な技  ⑳技術進歩への対応に時間   
術が必要   を要する   
⑳技術的総合力が必要、  ⑳代替性に乏しい   
技術者の責任が大   

すい   
歪よ芦   ⑳困難・導入しづらい   

個別の条件◎容易（設計者の選択）   撃困難   
対応  

経済設計  ◎最適化が可能   ⑳過大傾向   

○条件の設定や目標性能  ◎基準が明示され、誰でも  
簡便性  同じⅤベルめ照査が可能     の解決方法を設計者自  がで   

身判断きる   

◎：メリット ○：どちらでも  まい、⑳：デメリット   

（07A30304）   ＊  国土交通省国土技術政策総合研究所道路研究部道路空間高度化研究室交流研究員  
＊＊  ／／  ／／  ／／  ／ノ  主任研究官  
＊＊＊ 星和電機㈱社会システム社設計部設計3課主任（前）道路空間高度化研究室交流研究員  
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道路照明における性能規定の導入に関する検討結果について  

・：ニ．、、－・こご‥∴：ニ‾・∴・．∴二  

道路照明施設には、「連続照明」、「局部照明」、「トン  

ネル照明」の三つの大分類がある。   

連続照明とは、単路部のある区間において、原則とし  

て一定の間隔で灯具を配置し、その区間を連続的に照明  

するための照明施設である。連続照明の整備例を写真叫  

一に示す。  

写真＋3トンネル揺3弓の整柄刑  

穏H 道路照明施設の関連基準類調査  

道路照明施設の要件を検討するにあたって、国内また  

は国外の道路照明に関する基準類の調査を行い、この結  

果を整理することとした。  

用 連続照明  

① 調査対象および照明要件   

基準類の調査対象は、日本、国際照明委員会（C隠）、  

イギリス、アメリカとし、それぞれが整備する基準類で  

定め◆られている連続照明に関する照明要件の中から特に  

重要と考えられる4項目について抽出を行うものとした。  

なお、抽出した4項目はその定義を含め、以下に示すと  

おりである。  

1）平均路面輝度L£  

運転者の視点から見た路面の平均輝度で、路面が乾   

燥した状態を対象とする。   

2）総合均斉度Uo  

路面上の対象物の見え方を左右する輝度分布の均－一、   

の程度をいう（車道の最小路面輝度を平均路面輝度で   

除した値で数値が高いほど良好）。   

3）車線軸均斉度U8   

前方路面の明暗による不快の程度を左右する輝度分   

布の均一一の程度をいう（各車線の中心線上の最小輝度   

を最大輝度で除した値で数値が高いほど良好）。   

4）グレア（相対いき値増加TI）  

視野内に高輝度の光源が存在することによって、対   

象物の見え方を低下させるようなグレア（視機能低下   

グレア）を定量的に評価するためのものをいう。  

写票予1連続照明の整備例（中央帯配置）  

局部照明とは、交差点、橋梁、歩道、インターチェン  

ジ、休憩施設など必要な箇所を局部的に照明するための  

施設である。局部照明のうち、交差点および高架橋に照  

明施設を整備した例を琴鳶予選に示す。  

高架橋  

写真－2局部照明の整備例   

交差点  

トンネル照明とは、昼間においても照明を必要とする  

トンネル等に設置される照明施設である。トンネル照明  

の整備例を琴嚢予竃に示す。  
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② 照明要件の整理   

各基準類において、本検討で取り上げた照明要件およ  

びその規定値等について整理した結果を衰ナ3に示す。  

（2）局部照明  

① 調査対象および照明要件   

局部照明については、交差点、橋梁、歩道、インター  

チェンジなど対象箇所が複数存在するが、本検討におい  

ては照明要件の具体的な推奨値の設定が望まれ、既往研  

究等の事例が多い交差点と歩道に設置する照明施設を取  

り扱うものとする。これら照明施設に求められる照明要  

件は、既往研究等で一般的に採用されている平均路面照  

度と照度均斉度の2項目とする。なお、これら2項目は  

その定義を含め、以下に示すとおりである。  

1）平均路面照度Er  

路面上の平均照度で、通常、路面の状態には左右さ   

れない。   

2）照度均斉度U。E  

路面上の照度分布の均一の程度をいう（最小路面照   

度を平均路面照度で除した値で数値が高いほど良好）。  

② 照明要件の調査  

1）交差点照明  

設置基準においては、交差点に設置する照明施設の   

交差点形状別の配置例が記載されているが、照明要件   

としての具体的な推奨値は記載されていない。図上1   

に、設置基準で例示される「同程度の幅員を有する道   

路の十字路の灯具の配置例」を示す。  

表－3 魯基準類における照明要件の整理結果  

比較項目   
■ ■■  1988  1995  BS 

平均路面輝度   

車線軸均斉度  

相対いき倍増加   
TT（％）  

日本国内の道路法に基づく道路において主として適用  

されている道路照明施設の基準は設置基準であり、ここ  

では、3段階の平均路面輝度と増大輝度2．Ocd／m2および  

総合均斉度について規定値が示されている（総合均斉度  

0．4については解説中に示される値である）。なお、車線  

軸均斉度および相対いき値増加については、照明要件と  

しての具体的な数値は示されていない。   

一方、国外の基準類においては、平均路面輝度の選択  

値が多く、国内と同様に総合均斉度に規定値を設定して  

いる。また、車線軸均斉度に規定値を設定しているとこ  

ろが多く、CIEにおいては相対いき値増加についても設  

定している。なお、CIEは本検討で照明要件として抽出  

した照明要件の4項目全てを規定している。  

③ 関連基準類の調査結果   

個別の照明要件についての調査結果をまとめると以下  

のとおりである。   

平均路面輝度は、0．3cd／m2～2．Ocd／m2の範囲で3～5  

段階、アメリカにおいては8段階に分けて、これを各国  

の道路分類に応じて選定することとしている。   

総合均斉度は、多くの国で0．舶ミヨ采用されているが、ア  

メリカでは0。17～0．33の範囲で4段階に分けて設定して  

いる。   

車線軸均斉度は、0．5、0．7の2段階に分け、CIEおよ  

びイギリスで設定されているqISも設定しているがこれ  

はCIEを引用）。   

相対いき倍増加は、設定している国が少なく、CIEの  

み設定している。  

凡例  

◎重責  

◎神足掟警習門  
◎連続闇明  

0迎軌呵震警習門  

図－1十字路の灯真の配置例  

平均路面照度については、既往研究等によると、交  

差点内の明るさは、事故削減効果が現れる傾向がある  

平均路面照度201Ⅹ程度以上1）を確保することが望まし  

いと報告している。また、車両や歩行者等の交通量が  

少なく、周辺環境が暗い交差点においては、平均路面  

照度101Ⅹ以上2）を確保することが望ましいとの報告が  

ある。  
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道路照明における性能規定の導入に関する検討結果について   

（1）連続照明   

連続照明の性能規定化を検討するにあたって必要とす  

る照明要件は、「平均路面輝度」、「総合均斉度」、「車線  

軸均斉度」、「グレア（相対いき値増加）」とし、以下に各  

照明要件の検討を行う。  

① 平均路面輝度   

表一3に示す国内外の基準類の調査結果および既往の  

研究成果によれば、道路分類や外部条件（道路沿道に存  

在する建物の照明、広告灯、ネオンサイン等の道路交通  

に影響を及ぼす光が存在する程度）ごとに0．5cd／m2～  

2，Ocd／Ⅰ㌔を選択することが妥当である。したがって、設  

置基準に準じ、0，5cd／m2～1．Ocd／m2を標準的な平均路面  

輝度の規定値とし、道路の重要性その他特別性を考慮し  

て2．Ocd／m2を採用できるものとする。  

② 総合均斉度   

設置基準においては、衰岬5に示すように、道路幅員、  

灯具の配光種別および配列の組み合わせによって、設置  

間隔の上限等の仕様が規定されている。  

照度均斉度については、国内において具体的な数値  

の報告例が少ないことから、国外の基準類を調査した。  

この結果、C工Eの「自動車及び歩行者交通のための道  

路照明に関する勧告」（CIE‡）ub．115－1995）に複雑分  

合流点の照明要件について規定があり、ここでは照度  

均斉度0。4を規定値として定めている。  

2）歩道照明   

設置基準においては、歩行者等の通行の安全と円滑  

な移動に寄与するための照明施設（歩道照明）に関す  

る技術基準は記載されていない。しかしながら、歩行  

者のための照明に関する、ガイドライン、基準額、既  

往研究において、それぞれ独白に技術基準を定めてい  

る。   

照明要件のうち、平均路面照度について、「道路照明  

基準」（JIS Z9111→1988）、「道路の移動円滑化整備ガ  

イドライン」（2003年柳国土技術センター）、「歩行者  

用照明の必要照度とその区分に関する研究」（平成16  

年2月 国土技術政策総合研究所資料）に記載される値  

を整理した結果を衰「利こ示す。   

照度均斉度については、ガイドライン、歩行者照明  

の研究において、0．2以上確保することが推奨されてい  

る。  

灯真の取付高さおよび間隔  義一5  ソ 

∃   

＼、」攣攣配光  

＼  散村高さ  

列 ＼⊥竺ヱ  
■ 
・  

≧1．7W ： ≦4．0Ii 遠  

≧0．8W＋   ≦3．5H  
衰－4 番基準矧こおける照度の整理結果  ≦3．Olま 】 ≧0．6W  

≦3．5H r  ≧0．8W ∃ ≦4．OH 襲   

（注）笥「二車道幅員   

これは、配光特性がある程度標準化された灯具を用い  

たときに、所要の総合均斉度（0，4）を得られるという考  

えのもとで決定された制限である。この制限により、複  

雑な輝度分布計算を行うことなく、適切な総合均斉度が  

確保された照明施設が整備できるメリットがある。一一方、  

デメリットとしては、従来の灯具よりも総合均斉度を高  

く確保できる新技術（高性能配光）を採用しても、設置  

間隔の仕様に制限があるため、この制限を越えた設置間  

隔を採用しづらいことがあげられる。   

総合均斉度については、国内外の基準額で採用されて  

いる所要値も含めて考慮すると、その値として採用され  

ている0．4を満足することにより、路上障害物の視認性を  

確保できると考えられる。よって、表一5に示す仕様規  

定による制限を、照明要件である総合均斉度に規定値と  

して0．4を設定することで置き換えることにより、性能規  

定への移行が可能と考えられる。  

5中 道緒照明施設⑬性能規定官ヒに関する検討  

道路照明施設の性能規定化については、抽出した各照  

明施設の照明要件について具体的な規定値または推奨値  

を設定することにより性能規定への移行検討を行うもの  

とする。検討対象は、連続照明と、局部照明のうち交差  

点照明および歩道照明とする。なお、局部照明の中で交  

差点照明と歩道照明の二つを対象とした理由は、照明要  

件の具体的な推奨値の設定が望まれること、既往研究等  

の事例が多く成果を活用しやすいことである。  
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参考までに、写真予塾に高性能配光を有する灯具を、  

設置基準に仕様規定される間隔の制限を越えた間隔（約  

4。5日）で設置した例を示す。この場合でも総合均斉度は  

比較的良好であり、路上障害物の視認性も十分に確保さ  

れている。  

高さが低い場合においてT‡値は15％程度、高い場合には  

概ね10％以下となる。   

これらより、相対いき値増加はC‡Eの規定値である  

10％および15％を規定値として扱うことが妥当であると  

考えられる。  

・－・－．．－バ．．∴：・－－㌧ 一二モミ｝：…・≡、   

交差点照明の性能規定化を検討するにあたって必要と  

する照明要件は、「平均路面照度」、「照度均斉度」とし、  

以下に各照明要件の検討を行う。  

① 平均路面照度   

照明要件の調査結果によると、夜間事故削減効果の観  

点から交差点内の平均路面照度は201Ⅹ程度以上1）を確保  

することが望ましいことから、交差点内の平均路面照度  

は20kを標準的な推奨値として扱うことが妥当であると  

考えられる。また、車両や歩行者等の交通量が少なく周  

辺環境が暗い交差点においては、標準値とした20kの1／2  

となる平均路面照度10まⅩ以上2）を確保することが望まし  

いと考えられる。いずれの報告も事故分析または視認性  

実験等により確認された値であり、設置基準に示される  

配置例に基づく照明計算結果と比べても大きな差は無い  

ことから、妥当性のあるものと判断し、これを採用する。  

② 照度均斉度   

交差点内の障害物や歩行者の存在を認識するためには、  

平均路面照度の他に照度均斉度が重要となる。照度均斉  

度についてはC‡Eに記載される照度均斉度0。4を適用す  

ることが妥当であると考えられる。   

以上、①および②で検討した標準的な条件での平均路  

面照度201Ⅹ、照度均斉度0。4を満足した交差点照明の照  

明環境を参考例として写真咄5に示す。この場合、横断  

歩行者の存在を運転者が十分に認識することができる。  

写真州名 照明環境例（設置間隔約4．5日）  

③ 車線軸均斉度   

車線軸均斉度は、路上障害物の視認性に関する重要な  

照明要件である平均路面輝度や総合均斉度とは位置付け  

が異なり、運転者の走行快適性に関する靂要な照明要件  

である。特に、設計速度が高い道路や運転継続時間が長  

くなる道路で重要視される。   

設置基準においては、車線軸均斉度は照明要件として  

の具体的な数値は規定されていないが、道路照明施設の  

照明要件として考慮すべきものである。   

国内外の基準類に規定される償および既往研究事例か  

ら判断すると、高速自動車国道等、設計速度や規格の高  

い道路においては運転快適性を特に重視し車線軸均斉度  

0．7を推奨値とし、－－γ－一般国道等においては1ランク低い  

0．5を推奨値として設定することが望ましいと考えられ  

る。なお、車線軸均斉度の推奨値を新たに採用すること  

によって、総合均斉度と同様に、灯具の設置間隔を決定  

する際の照明要件として扱われることになる。  

④ グレア（相対いき値増加）   

設置基準においては、相対いき値増加TIは照明要件と  

しての具体的な数値は規定されていないが、これも車線  

軸均斉度と同様に道路照明施設の照明要件として扱うべ  

きものである。（運転者へのグレア制限）   

CIEにおいては、道路分類に応じてT‡値を10％または  

15％以下に抑えることを規定しており、また、設置基準  

に準拠して配置した照明施設の机上計算結果では、取付  写真鵬5照明環境椚（変靂点照明）   
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道路照明における性能規定の導入に関する検討結果について  

！‥ こト・くさ．．・；－－．：一三：．十・－：．●・）   

歩道の照明に関しては、「交通バリアフリー法」（H12  

法律68号）による重点整備地区に整備する歩行者用照明  

は、国土交通省合およびガイドラインに照明要件が特別  

に規定されておりこれによることを前提とする。   

ここでは、重点整備地区に該当せず、高齢者や身体障  

害者等の利用が少ないと考えられる歩道についての照明  

要件について検討するものとする。   

歩道に設置する照明施設に必要とされる照明要件は、  

交差点と同様に、「平均路面照度」、「照度均斉度」とし以  

下に検討を行う。  

① 平均路面照度   

平均路面照度のレベルは、歩道等の沿道の土地利用状  

況等による周辺の明るさと歩行者等の交通量に応じて重  

要度の高い順に照度を20ix、101Ⅹ、51Ⅹとしている基準  

額が多い。なお、既往研究によると、多様な道路利用者  

を考慮した歩行者用照明に必要な照度は、最低限5ix以  

上3）であると報告している。   

歩道の平均路面照度は、歩行者等の移動の安全性、円  

滑性等を考慮すると、できるだけ高いレベルに設定する  

ことが望まれるが、本検討では必要最低限としての推奨  

値を取り扱うこととする。   

よって、歩道に設置する照明施設の照明要件である平  

均路面照度の推奨値を5k以上とする。なお、重点整備  

地区や身体障害者等の通行を考慮するところについては、  

「道路の移動円滑化整備ガイドライン」（汀ほ圃国土技  

術センター）を参考に平均路面照度を設定することとす  

る。  

② 照度均斉度   

歩道の照度均斉度については、歩行者の通行速度が自  

動車に比べて低いことなどを考慮すると、連続照明や交  

差点照明ほど高いレベルを確保する必要はないと考えら  

れる。   

歩道の照度均斉度についての推奨値はいくつかの基準  

や既往研究等に報告があるがいずれも0．2以上4）を推奨  

しており、連続照明等で扱っている均斉度0，引こ比べて低  

い値としている。   

本検討では、基準や既往研究の報告を考慮して、歩道  

の照明要件である照度均斉度の推奨値を0．2以上とする。   

済．性能規定首巨星≡関する検討結果  

各照明施設について照明要件を整理し、その照明要件  

に規定値や推奨値を設定することにより、本来必要とさ  

れる照明環境（最終形）の核となる部分の性能規定への  

移行を検討した。検討結果の一覧を豪－6に示す。   

これら検討結果の導入による具体的な効果についてま  

とめると以下のとおりとなる。  

（ヨ）連続照明への導泉効果   

設置基準に規定される取付高さと設置間隔の制限が、  

各照明要件に示した値を満足する適切な照明配置に置き  

換えられることにより、照明方式を含めた新技術の柔軟  

な採用が可能になると考えられる。この結果、新技術の  

メリットを活かすことにより、灯具の設置間隔の延長、  

これによる灯具の設置台数の削減が可能となる。灯具の  

表膚6 性能議定化星こ関する検討結果  
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設置台数削減は道路照明施設の整備コストおよび照明施  

設の運用に関わる電力消費量の削減に大きな効果が期待  

できる。  

（2）交差点照明へ⑳導入効果   

設置基準に示される交差点照明の配置例だけでは、交  

差点に必要とされる照度レベルおよび均斉度が不明確で  

あり、新技術を含めた照明計画を検討する際の目標レベ  

ルの設定が困難であった。今回、交差点の平均路面照度  

と照度均斉度に推奨値を設定したことにより、様々な条  

件においても質の良い照明施設の計画が可能となり、ま  

た、現状の標準的な照明方式よりも効果的に推奨値を満  

足可能な新技術を柔軟に採用することができると考えら  

れる。  

（3）歩道照明   

歩道照明については、本照明施設自体が設置基準で取  

り扱われておらず、今回新たに照明要件等の検討を行っ  

た。推奨値として設定したのは、平均路面照度と照度均  

斉度であり、これらが明確になることによって施設計画  

時の目標設定が容易になる。また、歩行安全上必要とさ  

れる最低限の照明レベルを確実に得ることができると考  

えられる。   

7．おわりに  

本検討では、道路照明施設の中で、「連続照明」、「交差  

点照明」および「歩道照明」について、国内外の道路照  

明施設に関する基準類や既往研究等の成果を調査し、性  

能規定への移行を図るために必要と考えられる照明要件  

を整理し、また、それぞれの照明要件に関して必要と考  

えられる規定値や推奨値を提案した。   

現行の設置基準は、仕様規定の要素が多く、新技術の  

導入や経済設計の実現等に柔軟性を欠くなどの問題があ  

ることから、他の照明要件についても引き続き検討を行  

い、本検討結果を含めて道路照明施設に関する照明要件  

の性能規定化への取り組みを進めていく予定である。  
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標識と路面のカラー化による交通安全対策  

国土交通省国土技術政策総合研究所 ○瀬戸下 仲 介  

国土交通省国土技術政策総合研究所  岡  邦 彦  

1． はじめに   

交通安全対策として、路面のカラー標示を活用  

した事例が増加している。 また、九州地方整備局  

では2005年に標識と路面のカラー化の連携ガイ  

ドラインを試行的に作成し、カラー標示の整備を  

推進しており、写真1のように、案内標識の矢  

印部等もカラー化し、路面のカラー標示と連携さ  

せて、迷走等による交通事故削減を図っている事  

例もみられる。   

しかしながら、これらのカラー標示の方法につ  

いては、全国的には統一基準が無く、各対策実施  

者において決められているのが実情である。   

本研究は、標識及び路面のカラー標示の今後の  写真1 路面と標識のカラー標示の事例  

課題を整理するため、全国の整備事例の現状調査  

を行って実態を把握するとともに、カラー標示の効果に関する調査分析を行ったものである。  

2．標識と路面のカラー標示に関する現状調査   

全国の事故削減を目的とした標識と路面のカラー標示事例について、事故対策データベース、論文、メー  

カー資料等により幅広く情報収集し、路面のみカラー標示箇所113事例、標識と路面のカラー連携標示箇所  

13事例の計126事例を収集し、カラー標示の使用目的や使用されている色等について分析を行った。  

1）路面カラー標示の目的と使用色   

全126事例を対象として、使用色を使用目的別  

に整理した結果を表1に示す。なお、使用目  

的は、交差点箇所や駐停車禁止区間の標示を「注  

意喚起」、カーブや下り坂の標示を「速度抑制」、  

右折レーン、バスレーン、ETCレーン等の標  

示を「車線区分明示」、交差点車線の方面別色分  

け標示を「方面案内」として、4つに分類した。   

使用目的別には、交差点箇所等を示すための  

注意喚起のために使用されている事例が多い。  

また、色はいずれの目的においても赤が多く使  

表－1 目的別の路面標示使用色  

＼  注意喚起  車線区分  速度抑制  方面案内   

赤   50   12   14   
三［三  

目   7   3   8   

緑   14   4   0   9   

黄   3   3   3   

白   0   3   0   

茶   2   0   0   0   

灰   0   2   0   0   

橙   0   0   0   

桃   0   0   0   

箇所数   71   23   17   15   

用される傾向にあり、次いで緑、青の順となっ  

ている。同一目的の標示に複数の色が用いられており、全国的には色の統一がなされていないことが分かる。  
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2）標識と路面のカラー連携標示   

標識と路面のカラー連携標示箇所13事例では、全て  

方面案内を目的としてカラー標示が使用されている。管理  

者別には、連携標示ガイドラインを作成している九州地方  

整備局が10箇所を占めており、これ以外では高速道路の  

IC、JCTで2箇所、茨城県で1箇所確認されたのみであり、  

全国的に普及している方法ではないといえる。また、道路  

構造別には、主交通方向が屈曲する箇所7箇所、分岐によ  

り車線が減少する箇所6箇所、高速JCT2箇所であり、い  

ずれもドライバーが迷いやすい特殊な構造の箇所で使用さ  

れている。  

表2 カラー連携標示使用色の組み合わせ  

案  
使用色  

内  箇  
方  
面  緑   

所  
∃三 目   黄   数  

数  

4  ●   ●   ●  ●  1   

3  ●   ●   ●  1  

●   ●  ●  1   

2  ●   ●  5  

●  ●  4   

1   ●  1  

標識と路面カラー連携標示の使用色の組み合わせを、案  

内方面数別に整理した結果を表2に示す。九州地方整備局のガイドラインでは、直轄国道を茶系、主要地  

方道を緑系、県道・大規模な幹線市町村道を青系とすることとされており、九州地方整備局では概ねこのガ  

イドラインに従って整備されているとみられる。赤は全ての箇所で使用されており、次いで緑、青が多く使  

用されている。  

3．標識と路面のカラー連携標示の効果に関する調査分析   

表3に対策前後の事故発生状況が調査されてい  

る3箇所の事故件数データを示す。いずれの箇所も  

事故が大幅に減少しており、標識と路面のカラー連  

携標示は有効な事故対策になっているといえる。対  

策が実施されて間もない箇所が多く、対策後の事故  

データが十分に収集できていないため、正確な評価  

を行うためには、引き続きデータを収集する必要が  

ある。  

表3 対策前後の事故件数  

後   備考   

R208   
8   

前：HlO～H12平均   

東新町交差点  後：H14   

R3   
6   

前：H15   

永吉交差点  後：H17   

RlO   
10   

前：H8～H16平均   

甲斐元交差点  （4箇月）  後：H18．2～H18．5   

4．標識と路面のカラー標示に関する今後の課題   

標識と路面カラー標示は、事故の減少や案内の明確化等の効果があり、事故の多い複雑な交差点で有効な  

対策であると考えられる。今後、次の課題について検討していく必要がある。  

○使用色  

・青・白のストライプ標示がETC レーンの標示として定着しているように、対策目的に応じてカラー標示   

の色を統一することにより、路面のカラー標示はより一層有効な対策となり得る。  

・標識のカラー標示については、標識令で色彩に関する規定が存在し既に定着していることから、使用色に   

ついては混乱を招かないよう配慮する必要がある。  

○適用箇所、標示方法  

・効果的な適用箇所（複雑な形状の交差点や主交通が右左折する交差点等）、標示方法についての知見を整理   

し、交通安全対策の一手法として確立する必要がある。  

○施工、維持管理  

・カラー標示は施工方法によっては色彩の変化により対策効果が薄れる可能性がある。カラー標示が劣化し   

ている事例も見られたため、適切な施工、維持管理に努める必要がある。  
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道路照明の事故削減効果に関する分析  

国土交通省国土技術政策総合研究所 道路研究部  
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1． はじめに   

平成18年中の夜間交通事故による死者数は5，251人で、ピーク時の平成4年から約5千人減少し、死傷者  

数は515，997人で、ピーク時の平成13年から約9万人減少している。しかしながら、夜間事故は死傷者数に  

対する死者数の割合「致死率」が昼間と比較して2．6倍も高い状況にあり、依然として憂慮すべき点である。   

夜間事故の致死率の高さに対しては、運転者からの視認性の低下による歩行者等の発見の遅れが原因の一  

つであると考えられ、道路側の安全対策の一つとして、道路照明の設置が考えられる。道路照明は、交通量  

の多い区間や、交通事故が発生しやすい区間等に連続的もしくは局部的に明るさを補うことで、道路状況、  

交通状況を的確に把握するための視覚環境を確保し、道路の安全、円滑を確保することを目的とした施設で、  

平成17年までに全国で約330万基1）が設置されている。   

国総研では、これまでに道路照明の視認性評価実験や、実道における照明の明るさと事故率との関係に関  

する調査等を実施し、道路照明の効果を把握してきた2）。本稿では、交差点照明と連続照明の事故削減効果  

について、設置前後の事故発生状況の比較から分析した結果を述べる。  

2．交差点照明の事故削減効果   

ここでは、事故削減効果を示す指標として、次式に示す死傷事故件数削減率と抑止率を用いた。削減率は  

対策前後の死傷事故件数を比較し削減効果を示したものである。抑止率は対策前後の全国の死傷事故件数の  

伸びを考慮するため、対策前の死傷事故件数に、対策前後の全国の死傷事故件数の伸び率を乗じたものを、  

対策を行わなかった場合の死傷事故件数（推定値）とし、対策後の死傷事故件数と比較することで削減効果  

を示したものである。  

死傷事故件数削減率（％）＝（対策前の死聖禦聖霊禦禦僻故件数）×100％  
対策前の死傷事故件数  

（対策を行わなかった場合の死傷事故件数（推定値）※一対策後の死傷事故件数）  
対策を行わなかった場合の死傷事故件数（推定値）※  

死傷事故件数抑止率（％）＝  ×100％  

※対策を行わなかった場合の死傷事故件数（推定値）＝対策前の死傷事故件数×対策前後の全国の死傷事故件数の伸び率   

図－1は、交差点照明設置前後の夜間死傷事故の件数、削減率、抑止率を示したものである。対象とした  

交差点は、事故多発地点緊急対策事業（H8～14）で交差点照明を設置した53箇所と、事故危険箇所対策（H15  

～19）で平成15年までに交差点照明を設置した19箇所（共に照明設置単独対策箇所）の合計72箇所である。   

抑止率は、全ての事故類型で概ね15％以上となり、全類型合計で29％となった。各事故類型に着目すると、  

件数は追突事故、右折事故、出会い頭事故、人対車両事故の順に多く発生し、これらの類型では抑止率20％  

から50％程度の効果を得ている。正面衝突事故や車両単独事故は、発生件数は少ないものの抑止率60％程度  

の大きな効果が得られている。削減率は、追突事故や左折時事故で負の値となったが、全類型合計で13％と  

なった。  

3．連続照明の事故削減効果   

図－2は、連続照明設置前後の夜間死傷事故の件数、削減率を示したものである。対象とした区間は、  
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（凡例）  

旺国】①対策前の死傷事故件数   

②対策を行わなかった場合の死傷事故件数   
（推定値）  

E≡≡ヨ③対策後の死傷事故件数   

・・●一死傷事故件数削減率（①－③）／①   

－▲一死傷事故件数抑止率（②－③）／②  

（備考）  

○対象交差点：72箇所   

○対策前の死傷事故件数は、事故多発地点の場合   
H2からH5までの、事故危険箇所の場合H8から   
Hllまでの件数について年平均したもの   

○対策後死傷事故件数は、事故多発地点の場合対   
策が完了した翌年からH14までの、事故危険箇所   
の場合H16の件数について年平均したもの  
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図1交差点照明の事故削減効見  

（凡例）  

匡国ヨ頁〕対策前の死傷事故件数   

E；≡ヨ②対策後の死傷事故件数   

1ト死傷事故件数削減率（①－②）／①   

（備考）  

○対象区間・合計85．5km   

O連続照明の設置年次により、下表に示す年次の   
事故を対象とした  
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図2 連続照明の事故削減効見  

般国道（指定区間）で平成9年から平成15年までの間に、設置延長500m以上の連続照明を設置した区間で  

あり、全区間の合計延長は85．5kmである。   

削減率は、全類型合計で5％となり、交差点照明と比較して低い値となった。ただし、個々の事故類型に  

着目すると、人対車両事故の通行中事故で80％、歩行者横断中事故で65％、車両相互事故の正面衝突事故で  

73％、車両単独事故の工作物衝突事故で43％となり、これらの類型においては高い効果が得られている。な  

お、車両単独事故の路外逸脱事故は、対策後に事故が発生しなかったため、削減率を把握できなかった。  

4．まとめ   

本分析では、道路照明設置前後の事故発生状況から、事故類型別の事故削減効果を把握した。今後は、  

全国の事故危険箇所等における対策内容や対策前後の事故データを蓄積している事故対策データベースなど  

を利用して、引き続き分析を実施する予定である。  

参考文献  

1）全国道路利用者会議：道路行政（平成18年度），2006 （注）高速自動車国道、有料道路及び道路法以外の道路は対象外  

2）犬飼昇・岡邦彦・池原圭一：交差点における照明の事故削減効果に関する検討，第26回目本道路会議論文集，2005、蓑島治・   

岡邦彦・池原圭一：交差点照明の照明要件に関する研究，第26回目本道路会議論文集，2005など  
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舗装路面の光反射特性に関する調査結果  

国土交通省国土技術政策総合研究所道路研究部 ○古川一茂  

同  岡  邦彦  

同  池原圭一   

1．はじめに  

近年、様々な舗装が開発され、道路の新設や改築において採用されている。舗装路面の表面特性は舗装の  

種類によって異なると考えられ、自然光や人工照明光の入射に対する光反射特性もその種類により異なると  

推測される。特に、人工照明光は夜間交通の安全性確保を目的として設置された道路照明施設によるものが  

殆どであり、その重要度を考慮すると舗装の種類に応じた路面の光反射特性を把握し、道路照明施設の照明  

効果とどのような関係があるか把握しておく必要がある。   

本報告は、従来から採用されており光反射特性が既定である密粒度アスファルトコンクリート舗装（以下、  

密粒舗装という）と、近年開発された中で特に採用が増加傾向にある排水性舗装（光反射特性調査段階）を  

対象とし、それぞれの光反射特性を経年変化も含め調査、比較したものである。  

2．光反射特性と照明効果の関係   

舗装路面の光反射特性は、反射率、反射特性係数および平均照度換算係数などの指標を含む総合的な特性  

である。これらの中で道路照明施設の計画時に特に考慮するものは平均照度換算係数（単位：Lx／cd／m2）で  

あり、一定照明区間の平均路面照度（単位：Lx）を平均路面輝度（単位：Cd／m2）で除した係数として扱われ  

る。すなわち、舗装の種類に合わせて平均照度換算係数を既定とすれば、平均路面照度を机上計算や測定等  

で確認することで平均路面輝度を容易に確定することができる。道路照明施設による照明効果のうち平均路  

面輝度はこの方法により算出することを標準としている。平均照度換算係数以外の指標である舗装の反射率  

は、天井や壁を有する道路空間内での光の反射を含めた照明効果を確認するために使用され、反射特性係数  

は路面の詳細な輝度分布を確認する際に使用されることがある。  

3．調査方法   

光反射特性の調査は、密粒舗装および排水性舗装の敷  

設直後の新設舗装路面（国総研実験施設内）と敷設後1  

～9年経過した既設舗装路面（関東地域の供用直轄道路）  

の計14箇所を対象とした。なお、調査箇所は道路照明施  

設が未設置であること、外部からの光の影響が特に少な  

いことを考慮した。調査区間の概要を表－1に示す。   

照明条件は、各対象路面において同じ条件とする必要  

があるため、仮設照明を2台（1スパン分）用意し、こ  

れを全調査箇所で共通に使用することとした。灯具は国  

土交通省標準タイプの道路灯KSC－4（セミカットオフ形）、  

表－1調査区間の概要  

経過  車線数  平均日交通量  大型車  
舗装の種類  施工年度            年数  （片伯‖）  （台／日）  混入査（％）   

H18  0  国  
H17  口  同   19．895   31．6  
H16  同  同   53．908   32．9  

密粒舗装                                   H15  田  同   32．375   33．4  
H14  4  田   53，908   32．9  
Hll  月  田   37，284   19．8  
HlO  田  同   38．838   15．9   
H18  0  同  
H17  口  田   32，375   33．4  
H16  田  田   53，908   32．9  

排水性舗装                                   H15  田  田   53，908   32．9  
H14  4  田   32，375   33．4  
HlO  田  同   47．034   22．4  
四  田  同   47．034   22．4  
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光源は蛍光水銀ランプ（400W）を使用し、灯具の設置条件は、路面からの取付高さ8m、設置間隔28m（片  

側配列）、オーバーハングはOmで統一した。仮設照明の概要を図－1、設置状況を図－2に示す。   

上記に示す調査箇所および照明条件において路面輝度、路面照度、路面反射率を測定し、舗装路面の光反  

射特性を把握するものとした。なお、測定範囲は灯具設置側車線のみとし、測定器材は輝度計、照度計およ  

び色彩色差計（反射率）をそれぞれ測定対象に応じて使用した。輝度および照度測定の状況を図－3に示す。  

図－2仮設照明の設置状況  図－3測定状況   図1仮設照明の概要  

4．調査結果  

各調査箇所での路面輝度および路面照度の測定結果か  

ら平均照度換算係数（平均路面照度／平均路面輝度）を  

算出し、密粒舗装と排水性舗装の平均照度換算係数の比  

較を行った。図－4に示すように、密粒舗装および排水  

性舗装ともに平均照度換算係数の経年による大きな変化  

は見られず、両者の平均照度換算係数に大きな差は見ら  

れなかった。また、排水性舗装の新設路面では、平均照  

度換算係数が他の年数の値に比べ極端に小さくなったが、  

これは、敷設直後（1日後）に測定したため、舗装表面  

に油分が多く、鏡面性が強くなり路面輝度が高くなった  

結果を示している。   

路面反射率については、図5 に示すように、密粒舗  

装の方が排水性舗装よりも全体的に高い値を示す結果と  

なった。また、排水性舗装については敷設直後から徐々  

に反射率が高くなり、敷設後5年程度で安定化する傾向  

が見られた。密粒舗装については、反射率の変動が大き  

く確実な傾向とはいえないが、経過年数とともに反射率  

が低下する傾向が見られた。  
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図5平均反射率の経年変化（舗装別）  

10   

5．まとめ  

本調査により、密粒舗装と排水性舗装の光反射特性を把握し、特定条件下における両者の平均照度換算係  

数に大きな差が無い結果を得た。ただし、本調査結果は限定サンプルをもとに得た値であり、参考値として  

の取り扱いが望まれる。よって、本調査結果をあらゆる条件に適用可能とするものではないことを明言する。  
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運転者からの視認性を向上させる交差点照明の考え方  

金子 正洋＊ 池原 圭一＊＊ 蓑島 治＊＊＊  

せるための具体的な知見が必要であった。  

そこで今回、運転者から見た歩行者の視認性等  

の観点から、実大交差点を用いた評価実験を行い、  

必要な交差点内平均路面照度（以下「照度」とい  

う。）や、適切な灯具配置の考え方についてまと  

めたので報告する。  

2．実験内容  

2．1照明条件  

実験では照度、灯具配置を変えて、歩行者の視  

認性や交差点通過時に受ける危険感等の印象につ  

いて評価を行った。表一1に照明条件を示す。照  

度の調節はランプ（NH220FL、NHllOFL）と  

減光フィルター（減光彼の光量70％、50％）の  

1．はじめに  

近年、我が国の道路交通における死亡事故は減  

少傾向にあり、平成18年は6，147件、前年比で  

478件（7．2％）減少した。平成18年3月に中央交  

通安全対策会議において決定された第8次交通安  

全基本計画には、平成22年までに死者数を5，500  

人以下とする目標が盛り込まれ、今後の更なる交  

通死亡事故の削減が期待されている。   

我が国の死亡事故の一つの特徴として、交通量  

の比較的少ない夜間においても多く発生している  

ことが挙げられる。図一1に昼夜別発生場所別の  

死亡事故発生状況を示す。夜間死亡事故は3，134  

件（51％）で全体の半数を占めている。発生場  

所としては交差点が1，413件であり、死亡事故全  

体の23％を占めている。夜間交差点における事  

故類型別の死亡事故発生状況を図【2に示す。事  

故類型としては人対車両が674件（48％）発生し  

ている。このうち歩行者横断中の事故が579件  

（41％）を占め、夜間交差点死亡事故で最も多く  

発生している事故類型である。歩行者横断中の事  

故が多発している原因の一つとしては、夜間交差  

点における視認ノ性の低さが推察される。事故を抑  

止するためには交差点に存在する歩行者を交差点  

の手前及び交差点内から視認できる必要があり、  

対策として交差点照明の設置が考えられる。   

交差点照明の設置にあたっては、，，・・一般的技術基  

準が道路照明施設設置基準に定められ、道路照明  

施設設置基準・同解説（（社）日本道路協会）に  

基準の主旨等が示されている。しかし、従来、こ  

れらの基準類（昭和56年基準）の交差点照明に  

関する記述内容は、交差点照明の目的や基本的な  

交差点形状における灯具の配置例が示されている  

のみであった。前述のとおり、交差点は交通が錯  

綜する部分であり、事故が発生しやすいことから、  

交差点照明の整備方法に関しては、歩行者の視認  

性を高め、交差点における人対車両事故を減少さ  

注 交差点は交差点及び交差点付近（交差点手前30m以内）を示す   

図劇1昼夜別発生場所別死亡事故発生状況（HlさS）  

Methodofintersectionlightingthatimprovevisibility丘om  
drive】ごS  

図－2 夜間交差点事故類型別死亡事故発生状況（H18）   

ー12 －   
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は1に近い値となる。）と水平面照度の分布を、  

区ト4に灯具配置別の横断歩道上の鉛直面照度の  

分布を示す。水平面照度は、基準配置では交差点  

流出部を中心に道路の縦断方向に線的に配光され  

ているのに対し、隅切配置では交差点部に面的に  

配光されている。複合配置は基準配置と隅切配置  

を組み合わせたものであるが、配光の分布は隅切  

配置に類似している。  

表－1 実験を行った照明条件  

交換により行い、灯具配置毎に三段階とした。灯  

具配置は現道の整備状況を考慮し、道路照明施  

設㍉設置基準・同解説（昭和56年基準）に示さ  

れる推奨配置（以下「基準配置」という。）、交差  

点隅切部への配置（以下「隅切配置」という。）、  

基準配置と隅切配置を組み合わせた配置（以下  

「複合配置」という。）の3種類とした。照明条件  

は、これらの照度と灯具配置を組み合わせ、比較  

対象としての「照明無し」を加え、合計10種類  

とした。  

2．2 実験パターン   

実験は、静止実験と走行実験とを組み合わせて  

行った。区卜3に実験パターンを示す。静止実験  

では、図¶3に示す観測車の位置で静止し、視認  

時間1秒で観測車の運転席から歩行者を祝言忍した。  

走行実験では運転者の通常の走行速度で走行しな  

がら任意のタイミング、時間で歩行者を視認した。  

なお、歩行者の位置は運転者にあらかじめ伝えた。  

実験は、車両の直進時、左折時、右折時を想定し、  

それぞれ、歩行者が横断歩道を横断するパターン、  

横断歩道以外を横断するパターン（乱横断）等に  

ついて行った。  

2．3評価の方法   

静止実験では歩行者の視認性を、走行実験では  

歩行者の視認性と、歩行者の危険感、運転のしや  

すさ、交差点の明るさ、安全性といった運転者が  

交差点を通過する際に受ける印象について評価し  

た。   

評価方法は評価項目毎に5段階の評語を設定し  

た。例えば、歩行者の視認性評価では、「1。見え  

ない、2．かろうじて見える、3，まあまあ見える、  

4．よく見える、5．非常によく見える」のように設  

定した。設定にあたっては、3以上を許容できる  

範囲として判断できるようにした。運転者は20  

名とし、年齢層がなるべくぼらつくようにした。  

また、歩行者は反射率の低い黒色の服装を着用し  

た。  

2．4光学測定   

評価実験の結果と交差点照明の光学特性との因  

果関係を把握するため、実験に先立ち交差点照明  

の光学測定を行った。表2に灯具配置別の照度  

均斉度（照度分布の均一の程度を表す指標。ある  

範囲内の照度の最小値をその範囲の平均照度で除  

した値。範囲内の照度の均一性が増すと、均斉度  

－13 －  
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直進時  

／′  

4－1（走行実験）手前横断歩行者  

4－2（走行実験）手前乱横断歩行者  

各40m  

l－1（静止実験）手前横断歩行者  
ト2（静止実験）手前乱横断歩行者  
ト3（静止実験）奥横断歩行者  
1－4（静止実験）奥乱横断歩行者  

左折時  

／r  
5－1（走行実験）左折先様新得機者  
5－2（走行実験）左折先乱横断待機者  

＋、＼  
2－1（静止実験）左折先様断歩行者  
2－2（静止美馬黄）左折先横断待機者  
2－3（静止実験）左折先乱横断歩行者  

右折時  

く缶鞄   

観測車【   

／／ 「  

6－1（走行実験）右折先横断待機者  
6－2（走行実験）右折先乱横断待機者  

＋ヽ  
3－1（静止実験）右折先横断歩行者  
3－2（静止実験）右折先横断待機者  
3－3（静止実験）右折先乱横断歩行者  

図一3 実験パターン   
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と考えられる。   

表【2 灯具配置別の照度均斉度、水平面照度の分布  

2．5歩行者の視認性評価結果   

ここでは、許容率と平均評点の2つの指標を用  

いて歩行者の視認性評価の結果をまとめ、考察す  

る。許容率は、評点3「まあまあ見える」以上の  

評価をした被験者の割合である。  

2息1実験パターンによる評価の違い   

図一5は複合配置における、照度別の許容率と  

平均評点を、実験パターン別に示したグラフであ  

る。静止実験での評価は実験パターンにより大き  

く異なり、直進時奥乱横断歩行者、左折先横断待  

機者、左折先乱横断歩行者、右折先横断待機者、  

右折先乱横断歩行者の評価が低いことがわかる。  

特に左折先乱横断歩行者の評価が非常に低く、照  

度14．3Lxにおいても許容率40％、平均評点2，3で  

あった。左折先乱横断歩行者以外の実験パターン  

においては、照度が高い条件で評価は向上し、照  

度14．3Lxでは許容率75％以上、平均評点3以上で  

あった。走行実験では、実験パターンによる評価  

の違いが小さかった。  

2．5．2 照度による評価の違い   

図】6は横軸に照度をとり、照明条件別に実験  

パターン全体の許容率を示したグラフである。照  

度が高いほど許容率は高く、照度10Lx以上では、  

全ての灯具配置において70％以上の高い評価で  

あった。また、照度10Lx以上では照度の上昇に  

よる許容率の向上が緩やかであり、照度の上昇に  

伴い評価の向上する割合は小さくなるものと考え  

られる。なお、平均評点においても同様の傾向が  

みられた。  

2．5．3 灯具配置による評価の違い   

区ト7は照度13Ⅰ．x程度における、灯具配置別の  

許容率と平均評点を、実験パターン別に示したグ  

ラフである。（照度の調節方法の制約により各灯  

具配置の照度はやや異なるものの、ここではほぼ  

同等とみなして考察する。）灯具配置による評価  

の違いは、特に走行実験において顕著にみられ、  

実験パターンによる多少の違いはあるものの、基  

準配置と複合配置の評価が、隅切配置と比較して  

高いことがわかる。隅切配置は、他の配置と比較  

して照明されている面積が小さいことや、交差点  

流出部の照度が低いことなどが評価の低い原因と  

して考えられる。基準配置と複合配置との評価の  

違いは小さく、実験条件の制約による両配置の照  

度の違いを考慮すると、ほぼ同程度の評価である  

国15～20しx   

口 5′〉10Lx   

注1照度均斉度は照度分布測定範囲内の車道部を対象とする  

注2照度分布の測定範囲は交差点流入部の各停止線を結んだ範囲内  

；◎基準配置（照度12．1Lx）外側   

◎隅切配置（照度13．6Lx）外側 

≡一◎複合配置（照度74．3Lx）外側  

⑳基準配置（照度12．1Lx）内側 

∴◎隅切配置（照度13．6Lx）内粧  

∴①複合配置（照度14，3Lx）内側＝   
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図－4 灯具配置別の横断歩道上鉛直面照度の分布  
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①一∵照度143Lx平均評点⑳ 照度10．1しx平均評点⑳照度4．5Lx平均評点 ×照明無し 平均評点  

注 実験パターンの記号は園－3を参照   

図5 複合配置における照度別の許容率、平均評点  
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2．6交差点通過時の印象評価結果   

交差点通過時の印象評価においても許容率と平  

均評点を用いて結果をまとめ、考察する。図－8  

は、横軸に照度をとり、照明条件別に許容率を示  

したグラフである。歩行者の視認性評価の結果と  

同様に照度10Lx以上では全ての条件において許  

容率70％以上の高い評価であった。   

交差点通過時の印象評価において評価の低かっ  

た項目について、その理由を運転者にヒアリング  

した。その結果、交差点近傍での急激な明るさの  

変化を理由に挙げた運転者が多かった。交差点及  

び交差点付近の均斉度や照度分布が、交差点通過  

時の印象に大きく影響しているものと考えられる。  

3．必要な照度、適切な灯具配置の考え方  

以上の結果から、必要な照度、適切な灯具配置  

について検討し、以下の考え方を得た。  

3．1必要な照度   

安全性、効率性の観点から、今回確認したよう  

な周辺に運転者の視界を阻害するような光が無い  

環境であっても照度10Lxを確保することが望ま  

しい。  

3．2 適切な灯具配置   

照度13Ⅰ．x程度の照明条件では、基準配置と複  

合配置での視認性が隅切配置より高く、効率性の  

観点から、より灯数の少ない基準配置が優位であ  

る。事故が発生しやすい環境にある交差点などで  

照度を高く設定する場合や、規模の大きな交差点  

では、急激な明るさの変化が生じないように、均  

斉度の高い配置とすることが望ましい。   

4．おわりに  

以上、夜間交差点における運転者の視認性の観  

点から交差点照明に必要な照度、適切な灯具配置  

の考え方をとりまとめた。これらの結果等を反映  

し、平成19年9月に道路照明施設設置基準が改訂  

され、同年10月には道路照明施設設置基準・同  

解説も改訂された。改訂内容については同書を参  

考とされたい。  
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ト1ト2 ト3 ト4 2～12－2 2－3 3－13－2 3－3 4－14－2 5－15－2 6－16－2  

実験パターン  

国遜璽‖阻切配置照度13．6Lx許容率  
恋変歪塑照明無し許容率  
◎隅切配置照度13．6Lx平均評点   
× 照明無し 平均評点  

匪迄塗恋基準配置照度12，1Lx許容率  
⊂：：：：：：コ複合配置照度14．3Lx許容率   

⑳基準配置照度12．1Lx平均評点  
⑳複合配置照度143Lx平均評点  

注 実験パターンの記号は図【3を参照  

図－7 灯具配置別の許容率、平均評点  
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バリアフリー新法と道路移動等円滑化基準  

化を推進するための経過措置として、やむを得な  

い場合には歩道の有効幅員を縮小することや、歩  

車道非分離とした上で写真－1、2のようにハンプ  

やボラード（車止め）等により車両の速度抑制を  

図ることができることとされました．。   

これは、バリアフリー化が必要な道路の中には、  

沿道に堅固な建築物が並んでいるなどの理由によ  

り、規定値を満たす歩道を整備するのに長い期間  

を必要とする場合も想定されるためです。   

ただし、経過措置を適用する場合には、本規定  

の趣旨を十分に踏まえ、寒いすのすれ逢いを考慮  

してすれ違い箇所を設置する等、バリアフリー化  

の水準が著しく低下することのないよう留意する  

ことが必要とされています。  

表－1道路移動等円滑化基準の主な内容  

1．バリアフリー新法の制定  

従来のいわゆる交通バリアフリ ー法とハートビ  

ル法を一本化したバリアフリー新法（高齢者、障  

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）が、  

平成18年12月に施行′されました。これに伴う道  

路関係部分の規定の主な変更点は次のとおりです。  

1．1重点的に事業を実施する地区の拡大   

交通バリアフリー法では、鉄道駅などの旅客施  

設を中心とした地区を重点整備地区として設定し、  

その地区内の道路をバリアフリー整備することと  

していました。バリアフリ ー新法では、これに加  

えて官公庁、福祉施設等の生活関連施設を徒歩で  

移動する範囲についても重点整備地区を設定し、  

整備を推進することとしました。  

1．2バリアフリ鵬基準の適用の拡大   

交通バリアフリー法では、バリアフリー化のた  

めに必要な道路の構造基準である道路移動等円滑  

化基準は、重点整備地区内の道路にのみ適用され  

ていました。バリアフリー新法では適用範囲が拡  

大され、区巨1に示すようにバリアフリー化が特  

に必要な道路として政令で指定する特定道路に基  

準への適合義務を課すとともに、その他全ての道  

路でも適合させる努力義務を課すこととしました。  

・道路には原則として、道路橋渡合に定められた有   

効幅員を有する歩道を設けること。  

・歩道の縦断勾配は原則5％以下、横断勾配は原則1％   

以下とすること。  

・歩道の車道に対する高さは5cm（セミフラット）   

を標準とすること 等   

写真【1ハンプ設置例  写真¶2 ボラード設置例   

3．おわりに  

視覚障害者誘導用ブロックの上に自転車を止め  

てしまう、あるいは障害者用駐車場スペースに障  

害のない人が駐車してしまうといった問題がよく  

指摘されます。ユニバーサル社会の実現のために  

は、施設整備を進めていくことはもちろんですが、  

国民一人一人が高齢者、障害者に対する理解を深  

める、いわゆる「心のバリアフリー」を進めてい  

くことも重要です。  

図－1道路移動専門滑化基準の適用範囲   

2．道路移動等円滑化基準の概要及び変更点  

道路移動等円滑化基準の主な内容は表…1のと  

おりであり、勾配は高齢者や牽いす利用者の移動  

に配慮し緩くするとともに、牽いす利用者同士が  

すれ違うことのできる歩道を設置することが原則  

です。   

バリアフリー新法の施行後も、基準の数値に変  

更はありません。ただし、少しでもバリアフリー  国土交通省国土技術政策総合研究所  

道路研究部遠路空間高度化研究室主任研究官 瀬戸下伸介  

－15 一  

95  



96   



3．2．4 自律移動支援に関する研究  

一 97   





土 木 技 術 資 料 49－4（2007）   

㊨特集：安全。快適な道路空間を目指して㊨  

自律移動支援プ田ぎ温夕恥の推進  
－、・パ∴∴・∴・…－、汁ぺ・・チトご・ご‘：J・－．U損二★車卜二∴  

岡 邦彦＊瀬戸下伸介＊＊  

し、携帯情報端末に返答する。  

（釘携帯情報端末は、得られたURLにより、情報   

提供システムの情報や地図情報を検索する。  

（む情報掟僕システムは情報を携帯情報端末に返答   

し、携帯情報端末は、得られた情報を表示する。   

このシステムでは、路上の視覚障害者用誘導ブ  

ロックや街頭に設置されるタグ、マーカなどの場  

所‡D格納機器は、提供すべき詳細な情報は持た  

ず、単に個々の場所を区別するための固有のIDを  

持っているだけである。詳細な情報は、携帯情報  

端末で通信網を利用して、場所IDを元に、情報  

サーバに問い合わせを行うことで得られる。   

このようにタグやマーカなどの場所情報発信機  

器が、場所IDだけを持つ方式とすることにより、  

場所情報発信機器に保存される情報量が少なくて  

済むため、機器のコストを低く抑えることができ  

る。また、情報の更新の際は機器の設置場所に行  

く必要はなく、サーバの情報の書き換えによる集  

中管理を行えるという利点がある。さらに、携帯  

情報端末側で、利用者の属性（障害の種類や程度、  

1。はじめに  

我が国では急速な少子高齢化や国際化が進展す  

る中、高齢者、障害者などあらゆる人々の社会参  

画に対するニーズが拡大している。このため、国  

土交通省では、全ての火の社会参画や就労に必要  

な移動時の障害を取り除き、自律的な移動を可能  

にすることを目的とした、自律移動支援プロジェ  

クトを推進している。   

自律移動支援プロジェクトでは、「いつでも、ど  

こでも、だれでも」が、周辺の地理や目的地まで  

の経路などの情報を得ることができる環境を実現  

する、自律移動支援システムの実用化を目指し、  

産学官の関係者から構成される自律移動支援プロ  

ジェクト推進委貞会を設置し、連携体制を構築し  

てシステムの開発を行っている。   

国総研では、自律移動支援システムの機器構成、  

機器の機能条件、環境条件、信頼性、検査方法な  

ど、システムとしての必要事項、共通事項を規定  

した技術仕様の策定を実施している。   

2E 自律移動支援システムの概要  

自律移動支援システムは、モノや場所等に関す  

る様々な情報を「いつでも、どこでも、だれでも」  

が利用できるような環境を構築する「エビキタス  

ネットワーク技術」を活用したシステムである。  

システムの全体構成を、図－1に示す。このシス  

テムでの情報の流れは、次のとおりである。  

①利用者が、その場所を識別する固有のID番号  

（以下「場所ID」という。）を、携帯情報端末に   

より、視覚障害者用誘導ブロックに設置された   

タグや照明柱等に設置されたマーカなどの場所  

ID格納機器から読み取り、携帯情報端末は、場   

所ID解決サーバに場所IDを使って、情報の検   

索を依頼する。  

（卦場所ID解決サーバは、場所IDをURLに変換  

図－1自律移動支援システムの構成   ConductofFreeMobjlityProject  

－38－   
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使用言語等）、端末の属性（画面サイズ、マルチ  

メディア機能などの端末性能）などを付加して要  

求することにより、利用者のニーズに合わせた情  

報を取得するという使い方も可能にしている。   

情報を得るためにネットワークにアクセスする  

方法では、場所コー・ドを解決し必要な情報を得る  

までに、数秒程度の時間遅れが発生する。そこで、  

あらかじめ一定範囲のデータを携帯情報端末側に  

キャッシュしておくことにより、ネットワークに  

アクセスしなくてもよい手法も併用し、視覚障害  

者に対する危険情報の提供など、情報提供の遅延  

が許されない利用方法にも対応できるようにして  

いる。   

3．技術仕様案の策定  

自律移動支援システムの利用者にとっては、全  

国どこでも同じ機器、同じ操作でサービスが受け  

られることが望ましい。そのためには各機器が持  

つべき機能や機器間の情報のやり取りについて、  

共通のルールを定めることが必要になる。   

自律移動支援プロジェクトでは、平成16年度か  

ら2年間、視覚障害者、牽いす利用者、外国人等  

をモニターとして、モデル地区の神戸市において  

実際の環境の中でのフィールド実験を行い、経路  

誘導サービス、観光情報提供サービス等の有効性  

ついての調査や、通信機器の性能調査等を行った。  

これらの結果をもとに、自律移動支援システムの  

機器構成、機器の機能条件、環境条件、倍額性、  

検査方法など、システムとしての必要事項、共通  

事項を規定した技術仕様案を取りまとめた。   

技術仕様案の構成は、図－2に示すとおりであ  

り、次の3つの基本的な考え方に基づき策定され  

ている。  

①オープンなシステム   

特定のハードウェアやメーカーに依存するので  

はなく、オーープンなシステムとして構築する。そ  

のため、システムを構成する機器等の製品やサー  

ビスの提供について、民間事業者が自由に参入で  

きるよう、技術仕様ほ広く公開する。  

②汎ノ許牲。拡張性のあるシステム   

特定の利用者を対象とするシステムでは、利用  

者の数が少ないことにより、システムの開発や整  

備にかかるコスト負担が相対的に大きくなり、実  

用化が困難になる。このため、高齢者、障害者の  

移動のサポートはもちろんのこと、健常者や外国  

人等向けの観光案内など、特定の利用者に限定さ  

れない汎用性・拡張性の高いシステムとする。  

（釘場所IDを利用   

場所の識別子として、固有の場所IDを利用し、  

場所に関する情報を場所‡Dに結びつけて管理す  

る。   

4罰 全国への展開  

システムの実用化に向けては、積雪下や電波干  

uco由とuco8eタグ  蔓 ら嘲¢酬甜卿声肋ミ専鰐淋勒；汐宅  
uGO血体系  

ucodeタグの認定基準  
妹酬棚r亡軸三脚r㈱瑚血腫指穴て′己鎚二塾ぎ土壌独蓮   

ucodeを用いた情報表現   幸  

ucode関係モデルの全体仕様 書  

、‾－・．－ニ     ●・ニ∴．  

－39－  
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などの実験を行った。（写真－1）  

5．2互Cタグ実証実験（東京都）   

日本有数の商業エリアであり、地下から地上に  

わたって多層的な歩行空間と複素臣な交通ネットワー  

クを有する銀座地区において、地元及び民間企業  

と連携した試験運用を行った。併せて、銀座とい  

うブランド、ニュース性を活かし、システムの普  

及啓発に向けた情報発信を行った。（写真－2）  

5．3奈良自律移動支援プロジェクト   

国際的な観光地である奈良市において、外国人  

も対象として、近鉄奈良駅から東大寺に至るルー  

ト案内や、観光地。店舗（飲食店や土産物屋）、ト  

イレ。休憩所などの情報を携帯端末により提供す  

る実験を行った。（写真－3、4）  

5。4くまもと安心移動ナビ◎プロジ工クト   

熊本市内の中心市街地において、車道下にICタ  

グを設置し（写真－5）、路面電車、バスなどの公  

共交通機関の乗り換えを含めたシームレスな移動  

を支援する情報を掟供する試験運用を行った。（写  

真－6）  

渉の激しい都市部など厳しい環境下や、地域の交  

通事情に応じた経路案内など様々な場面での運用  

上の課題の検証を行う必要がある。そこで、平成  

18年度には、図－3に示す全国8箇所で地方自治体  

が実施する実証実験と連携して、策定した技術仕  

様を適用して検証を行った。   

実験は、表－1に示すように、積雪地では積雪  

時の視覚障害者の誘導実験、観光地では外国人旅  

行者への観光案内実験を行うなど、各地域の特性  

を生かした内容で実施した。   

以下、各地の実験内容の一部を紹介する。  

5月 各地の実験内容   

5．1ゆきナビ青森プロジ工クト   

積雪寒冷地においても、冬季間誰もが安心して  

快適な移動を可能にするため、積雪寒冷地の歩道  

状況に即した最適歩行誘導の方法、外国人観光客  

への多言語による雪道歩行情報、地域情報の提供  

、’、‥、  

テ∴∴∴∵二二∴二＿二二∴∴∴！  
蔓ゆきナビ青森プロジェタト 慧要望霊とど至宝L 」   

二・ナノ．■こ・こ・、．、∴・－、一・・．二・∴・‥ン‥二・・、 三  

国一3 実証実験実施地域  

未一1実証実験の内容  

写真）1積雪下での視覚障害者の経路誘導実験   
（デモンストレーション）監青森・弘前苫  

自治体   実験内容   

青森県  。積雪寒冷地における視覚障害者の歩行誘導  

ー地域情報提供   

東京都  ・商業地区（銀座）での情報提供   

静岡市  。率いす使用者への経路情報提供   

堺 市  ・自転車利用者への経路情事臥 観光情報提供   

奈良県  。観光情報提供（奈良公園周辺）   

和歌山県  ・観光情報提供（熊野古道）   神戸市  。中華街での店舗、経路情報提供          聴本県  。視覚障害者への公共交通の乗り換え案内   
写真一2 機器設置状況藍東京一銀座ヨ   

－40－  
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写真－5 車道下へのICタグ埋設工事監熊本∃  写真－3 機器設置状況【奈良ヨ  

写真一6 電停への視覚障害者の誘導実験   

（デモンストレーション）監熊本∃   

写真【4 外国人観光客への観光情報提供【奈良ヨ  

自律移動支援プロジェクトの最新の状況につい  

ては、下記の自律移動支援プロジェクトホームペー  

ジをご覧頂きたい。  

http：／／www．jlritsu－PrOjeCt．jp／  

6。ぁわりに  

自律移動支援プロジェクトでは、平成17年産ま  

での実証実験により、通常の環境下での機器類の  

稼働状況を確認し、技術仕様案を策定した。また、  

平成18年度の全国8箇所の実証実験により、積雪  

下、電波干渉の激しい都市部、車道への設置等、  

より厳しい環境下での検証を行い、実用化に向け  

基本的な技術を確立した。   

今薇は、引き続き各地での実験を行い、検証結  

果をもとに技術仕様を改訂し、低コスト化、維持  

管理の効率化等の課題も含めて実用化に向けてシ  

ステム全般の評価、改良を行っていく予定である。   

また、実適用に向けては運用面、制度面からの  

検討も必要であり、セキュリティ対策、リスク分  

担に関する検討なども併せて行っていく予定であ  

る。  

瀬戸下伸介摘  

国土交通省国土技術政策  
総合研究所道路研究部道  
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Shinsuke SETOS王まITA   
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THEFREEMOBILITYSYSTEM  

KunihikoOKA  

NationalInstitutefbrLandandInfrastructureManagement  
lAsahi，1ゝukuba，Ibaraki，305－0804JAPAN  
E－mail：Oka－k87da＠nilim．go．jp  

ShinsukeSETOSHI  

NationalInstitutefbrLandandlnfrastructureManagement  
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Introduction  

InJapan，WherethebirthrateisfallingandsocietylSaglngmOreraPidlythananywhereelse  
intheworld，ithasbecomenecessaryto createauniversalsocietywherepeoplehelpone  
another．ln this study，We developed the Free Mobility System，Which provides an  

environmentin which everyone，including the elderly，the disabled，and fbrelgn tOurists  

VISltlngJapan，CanmOVearOundfreelyandeasilybypermittlnganyOneatanytlmeOrPlaceto  

obtaininfbrmationneededfbrmovement．  

OutlineoftheFreeMobilitySystem  
FigurelshowstheoverallconngurationoftheFreeMobilitySystem．  
lnthissystem，theguideblocksusedbyvisuallylmPairedpeopleinstalledonroadsurfaces  

andtagsinstalledalongstreetsdonotcontaindetailedinformationthatmustbeprovided；they  

COntainonlyuniqueIDcodes（placeIDcodes）thatdistinguishindividuallocations．Detailed  

informationis obtained by uslng a POrtable terminalto submit anlnqulry through a  

COmmunicationnetworkbasedontheplaceIDcode．  
Thefo1lowlngistheflowofinformationthroughthissystem．  

（1）Placecodestranヲmittedbyplaceinformationtransmitters－thetags？mbeddedinthe   
guideblocksfbrvISuallylmPairedpeopleandmarkersattachedtofacilitleSetC．－areread  

in（orreceived）bywhitecanesorportableterminals．  

（2）Theportableterminalsusetheplacecodetoasktheserviceprovider’sservertOSearChfbr   
information．  

（3）The serviceprovider’s serverconverts theplace codeto aURLanduses this UR⊥to   

SearChfbrinfbrmationandmapdataintheinfbrmationprovisionsystem，thenrespondsto   
theportableterminal．  
（4）Theportableterminaldisplaystheinfbrmationithasobtained．   

Usingthismethod，Onlyasmallquantityofinformationneedbestoredinthetagsembedded  

inroadsurfacesandstreets．Thisreducesthecostofthetagsandpermitstheinfbrmationtobe  
Changedinrealtimeratherthanseparatelyateachlocation．  

Users can obtaininfbrmation that meets theirindividualneeds by uslng their portable  
terminalstosubmitrequestsincludinguserattributes（typeanddegreeofdisability，rOleas  

facilitymanager，etC．）andterminalattributes（screen size，multimediafunction，andother  

terminalfeatures）．  
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Themethodofaccesslngthenetworkisnotspecinedsothatitcanbeselected丘omamong  
wirelessLAN，Cell－Phonenetworketc．accordingtothelocationandtypeofterminal，butno  

matterwhichmethodisused，thereisatimedelayasitresoIvestheplacecodeandobtainsthe  
desiredinformation．Therefore，in anticIPation of cases where a delayin providing  

infbrmationwouldbe critical－Whenproviding avisually disabledperson ofapproaching  
dangerfor example－anOther methodis added：CaChing data within a nxed rangeinthe  
POrtableterminalsinadvancesothatitisnotnecessarytoaccessthenetwork．  

Figurel．StructureoftheFreeMobilitySystem  

Tt！ChnicalSpecifications  
TheFreeMobilityPrqjectwasconductedfortwoyearsfrom2004andincludedneldtestsof  

theFreeMobilitySystemtoestablishitstechnicalspecincations．Thetechnicalspecincations  

Werebasedonthefbllowlngthreeconcepts．  
（1）Opensystem  

ThesystemspecincationswillbewidelyannouncedtoconstruCtanOPenSyStemthatisnot  

tiedtoparticularhardwareormanufacturers．  
（2）Ageneral－PurPOSe，eXPandablesystem  

Toenablethesystemtobewidelyused，itwillbehighlyexpandable，Widelyapplicable，and  

notlimitedtospeci貢edpeople：itwillnotonlyhelptheelderlyanddisabledpeopletoget  
around，butalsoyoungnon－disabledpeopleandfbreigners，fbrexample．  
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（3）PlaceIDs  

lndividualplaceidenti貢erswi11be used to controlinformation about places bylinking  
infbrmationto aplaceID．EachPlaceID willhave sufBcient capaclty fbruse as aplace  
identinerandwilluseucodewhichprovidessuperiorconvertibilitywithexistlngCOdes．   

Nationwide introduction 

Tocompletedevelopmentofthesystem，1tisnecessarytoidentifyproblemswhenthesystem  

isusedinharshenvironmentssuchassnowydistricts，Citieswithsevereradiointerfヒrence，  

andwhenused丘）rglVlngrOadguidancebasedonlocaltrafnc conditions，forexample．ln  

2006，many Placeinfbrmation systems uslng the speciBed technicalspecincations were  
installedintheeightcitiesinJapanshowninTablelandinFigurel，andwerever沌edwith  

thehelp ofnumeroustestsubjects．Theteststookadvantageofthecharacteristics ofeach  
reglOn．InreglOnSWithheavysnowfall，forexample，thesystemwasusedtoguidevisually  

impairedpeoplewhenthegroundwascoveredwithsnow，andintouristreglOnS，itwasused  

toprovideforeigntouristswithtouristinformation．  

ThetestsineachreglOnareOutlinedbelow．  

Tablel．TestsbyRegion   

Reg10n   Description of Experiment 

Kobe   ・ProvidingrouteinformationintheKobeAirportandbetween  
railwaysandthealrPOrt   

1bkyo   ・Provisionofinformationinacommercialdistrict（Ginza）   

Aomori   ・PedestrianguidanceforvisuallylmPairedpeopleinacoldsnowy  
「eg10∩  

・Provisionofreg10nalinformation   

Na「a   ・Provisionoftouristinformation   

Wa kaya ma ・Provisionoftouristinformation   
Kumamoto   ・Guidancetotransfernngbetweenpublictransportationsystems  

forvisuallyimpairedpeople   

Shizuoka   ・Provisionofrouteinformationtowheelchairusers   
Sakai   ・Provisionofrouteinformationandtouristmethodstocyclists   

Figure2．Locationsofthe2006Tests  
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FreeMobilityProject（KobeCity）  

Forthepasttwoyears，KobeCityhasbeenthebaseofaprq］eCttOCreateanenVironmentfor  

theFreeMobilitySystem，teStitsservices，andconducttechnicalconnrmationtests．Tobuild  

apracticalmodelspace，thereal－timeprovisionofcurrentlocalin丘）rmation，StOreandfacility  
infbrmation，andbarrier－rOuteinfbrmationwas verinedinthe ChinaTowndistrictinKobe  

WhichisamaJOrtOuristdestination．  

Photol．（1eft）ViewoftheTestLocation（Right）RadioMarker  

Figure3．LayoutofPlaceInformationTransmissionDevices   

YukiNaviAomoriProject  
Aomoricltyisin one ofJapan’s heaviest snowfallreglOnS．The test team used this  

environment to test optlmum methods ofproviding guidance to visuallylmPairedpeople  
When the groundis covered with snow，and methods ofproviding public transportation  

infbrmationandpresentlocationinfbrmation．Thetests con鎖rmedthatthe systemworked  

withoutproblem，eVenWhentherewassnowcover．  
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TbkyoUbiquitousTt！ChnologyProject  
TheGinzaDistrictofTokyoisJapan’sleadingcommercialareawithmanystoresliningthe  
StreetSandthreesubwaysconverglngunderthestreets．Testswereconductedonproviding  
infbrmation on routesfrom underground to streetleveland among the buildings，Plus  
real－timeinformation about the subway system，and thetypes ofinformation that users  

requlreWereCOnBrmed．  

Photo3．（Left）ViewoftheTestLocation，（Right）RadioMarker  

Figure4．PedestrianNavlgationScreen  
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Omoiyari（Caring）NavigationI）emonstrativeExperimentinShizuoka  
TheDaidogeiWorldCup（outdoorperforming－artSfbstival）isheldeveryyearinShizuoka  
Clty．During this event，the system was tested as a way to provide spectators with event  

information．Arouteguidancetestwasalsoconductedbyprovidingwheelchairuserswiththe  

Shortest，OPtlmalbarrier一正ee routes and with altemative routes depending on weather  

COnditionsastheymovedthroughundergroundareaswithcomplexmulti－StOryStruCtureS．  

管礫馳  
掛軸鰊碍削  

Figure5．GuideScreenfbrWheelchairUsers  
（Left）Toiletin丘）rmation，（Right）InformationaboutBarriersalongtheRoute   

FreeMobilityProjectinSakaiCity  
Sakaiclty，WhichisthecenterofthebicycleindustryinJapan，isredeveloplngltSelfbasedon  

thebicycle．Atestwascarriedoutonprovidinginformationaboutsurroundingfacilitiesand  

routeinformation，andprecautions atintersectionstocyclists andelectrically－POWeredcart  

uSerS．  

Photo4．（Left）Information TerminalsInstalled on Bicycles，（Right）Ubiquitous  

Electrically－POWeredCarts   

NaraFreeMobilityProject  
NaracltylSatOuristdestinationwithmanytemplesandshrinesconstructedaboutl，300years  
ago，WhenitwasthecapitalofJapan．AtestonprovidingsightseelngrOuteguidancefromthe  

Stationtotemples andshrinesforforeigntourists andothersunfamiliarwiththe citywas  

carriedout．  
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Photo5．（Left）ViewoftheTest，（Right）RadioMarker   

NavigationProjectattheWorldHeritageSitearoundKumanoNachil肋ishaShrinein  
Wakayama  
The areaaroundKumanoNachiTaisha Shrine，Whichhas attractednumerous worshippers  
Sinceancienttimes，hasarichnaturalsettlngandisreglSteredasaWorldHeritageSite．Route  

guidanceandtouristinformationwereprovidedinfourlanguages：Japanese，English，Chinese，  

andKorean．Theinfbrmationwasprovided丘omucodeQRwhichusesprintedsymboIscalled  

QRcode，insteadofusingradiowaves．  

粕淵協和銅触感掛Ⅵ鹿細‖納由愉  

試i｝，≒1謝泊1噴虻・迂蔑愉如雲助：ゴ1躊≧喀缶1痛く裏∴抒痛  

ざ∴く∴，’て、†一‘㍗ノト‘－∴∵・甘∴∴†し、仁1ト’l、＝，  

せ糠漬 j緋i溢泥卜独‡軸1洩河 童ぬ鶏頭J．開  

旗和明如翫！」薫こ損托．号㌢渡部㌍欄㌫脚1醗㌍わ那  
畑＝勒野晒抑＝抽＝糾明玖＝ギミ尊’礪掛肇打栂鰭纏1  

－∴ゝ∴斗・l・、‘－lて ト，L－、†・－■、†こr、11ト㌻1  

如1邦画離＝乱亀銅’無間轢身b㌢甑トぬ卵＝鐙騨  

漁師鰍無？恕璃、羞咄技勒r＝酎軸幼時郎牧師殉  

Figure6．SightseelngGuidanceScreeninFourLanguages  

（Japanese，English，Chinese，Korean）  
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KumamotoSafbTravelingNavigationProject  
InKumamotoPrefヒcture，Variousimprovementsbasedontheconceptofuniversaldesignare  

beingmade．Twotestswereconductedonprovidinginformationneeded丘）rmOVementand  

infbrmationaboutthesurroundingstopeopleunfamiliarwiththedistrict，andsafヒ1yguiding  

VisuallyimpairedpeopleonpedestrianpedestriancrosslngSandonstreetcars．  

Photo6．HelpingVisuallyImpairedPeopleMoveonPedestrianCrosslngS   

Conclusions  

AspartofthetestsdoneineachreglOn，PeOPleparticIPatedinthetestsandwereaskedtheir  
OPlnionsabouttheusabilityofthesystem．Manyofthemrepliedthattheyfoundtheservices  

OftheFreeMobilitySystemtobeconvenient．   

Inthefuture，teStlngWillbecontinuedinvariousreglOnStOStudywaystoreducethecostand  
Sharetheriskinordertoimplementthesystem．Thesystemwillbeevaluatedandimprovedto  
apracticallevelby2010．   

http：／／www．jiritsu－Pr句ect．jp／   
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［2］JunYAMADA，ToshiyukiADACHI，ShinsukeSETOSHITA（2005），Atechnicalfヒatureof  

freemobilityassistancesystem，12thWorldCongressonITS，SanFrancisco．  
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3．2．5 冬期道路管理に関する研究  
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目標管理型の冬期道路管理  

金子 正洋賢1、池原 圭一★1、蓑島 治★1  

1．はじめに   

冬期の道路管理は、道路利用者のニーズの多様化  

などにより、より安全で快適な冬期道路交通の確保  

が望まれている。それに対して、管理者側では管理  

基準が明確ではなく管理者の判断によることを基準  

としており、客観的な基準による合理的な除雪など  

が行えていないため、地域によって事業費にばらつ  

きがみられる。   

本検討は、管理基準に基づく雪寒事業への転換を  

目指し、地域や道路の特性に応じて適切なサービス  

を提供するための冬期道路管理における目標設定の  

考え方をまとめるものである。  

実現に向けて「目標設定→作業実施→評価→見直し」  

における目標設定の効果分析とそれに対する道路管  

理者意見の収集を行った。  

2．研究内容   

本検討では、冬期道路管理の内で、一般除雪を対  

象に検討を行った。除雪活動の現状と課題を整理す  

ると以下のようになる。  

（請負業者サイド）   

・ 現状では、除雪活動の実績として請負業者か  

ら事後報告を受けているのは、基本的な情報  

となるR降雪量と除雪機械の稼働時間につ  

いてである。   

・ 作業に至った経緯と判断の状況、及び作業後  

の状態は伝えられていないことが多い。   

・ 請負業者は、その時々で適切な判断で活動し  

ているが、時には必要以上に作業するなど、  

結果的にオーバーワークとなってしまうこ  

とが懸念される。  

（道路管理者サイド）   

・ 安全性を重視した現場での判断が優先され、  

図－1 目標管理型の除雪活動のマネジメント  

3．研究成果   

モデル工区において、目標管理型の効果分析を行  

うため、17年度における除雪機械の稼働状況やテレ  

メータのデータをもとに、目標設定を行った場合の  

効果分析を行った。目標設定は除雪の山動と終了の  

タイミングに関する目標を設定しており、効果分析  

では目標設定により除雪活動のタイミングを調整し  

た場合と調整しない場合（17年度実績）との違いに  

ついて分析した。  

（1）モデル工区における仮の目標設定  

17年度に行ったヒアリング結果などをもとに、モ  

デル工区において、 ①初期山動調整、②仕上がり調  

整、③ラッシュ前調整の3パターンの仮の目標を設  

定した。それぞれのシナリオは表－1のとおりであり、  

机上分析は図－2のような取り決めで行った。  

（2）目標設定による効果分析   

目標設定による除雪活動のタイミングを調整した  

場合と調整しない場合（17年度実績）について、除  

雪機械別のコスト分析結果を図－3に示す。調整後の  

場合は、調整前（17年度実績）よりも結果として路  

面に雪をためて除雪することになったことから、  

活動結果は事後報告となり、適正な判断や作  

業であったのかを確認及び評価できない。  

評価のためのデータを取得していなく、除雪  

作業の見直しの必要性などが検討しにくい。  

職員が定期的に異動するため、当該地域の管  

理に必要な技術や情報の継承が難しい。   

以上の課題を解決するため、図－1に示すような従  

来の作業計画書に基づく「計画→作業実施」の管理  

手法から、目標管理型の除雪活動のマネジメントの  

※1国土交通省国土技術政策総合研究所 道路研究部 道路空間高度化研究室  

113   



表－1モデル工区における目標設定のシナリオ  

目標設定   出動条件   

■シナリオ1  

（①初期出動調整）   
出動基準（連続降雪5cm）到達後に出動するものとした。   

除雪1サイクル終了時点で、1サイクル開始時から連続降雪  
■シナリオ2  が10cm以上生じた場合、もしくは2時間待機して連続降雪が   

（②仕上がり調整）  10cm以上の場合に限って、2サイクル目の出動をするものと  
した。それ以外の場合には出動しないものとした。   

■シナリオ3  
ラッシュ前に路面を良くしておくという現状に対して、ラッシュ  

（③ラッシュ前調整）  
時間までに連続降雪量＋予報降雪量が出動基準（連続降雪  

5cm）に達する場合に出動するものとした。   

出動実績あり  

〈①初期出動調整〉  
● ●●● ● ●●● ● ●●●● ●●●  

〈③ラッシュ前調整〉  
●  ●  

l‾‾‾‾‾●●●●‘■‘■‾‾‾‾ l  

：＜出勤時刻＞： ト 

：ラック5時：  
：グレーダー4時：  
■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■  

ラッシュ時前に出動したケース（※2）  連続降雪量が  

5cm達していたか  

出勤時の降雪量は  
5cm達していたか  

データ上で出動タイミングを遅らせる  
最高2時間（※1）  

連続降雪量が  

5cm達したか  出勤時降雪量＋降雪  
予測（※3）が5cm達  
するか  

連続降雪量が  
2cm以上か  

路温予測（※4）が  

平均で00c以下か  

出動しない（データ調整）  

ラッシュ後に出動  
（データ調整）  

連続降雪量が  
2cm以上か  ●ヽ●●●●●●●●●●●●●   

〈②仕上がり調整〉  
1サイクル終了後の路面状態  

出動しない（データ調整）  

●●   

※1調整前（実績）では5cm未満で出動しているケースが非常  

に多い。安全側に出動している現在の考え方を踏まえ、時間調  
整は2時間までとし、時間調整の後に出動する条件は連続降  
雪2cm以上とした。   

※2 ラッシュ前出動において、降雪予測を含めて出動基準（連  

続降雪量5cm）に達することが予想されていれば稼働データを  

そのままとし、そうでなければデータ調整を行うものとした。ラッ  
シュ時（7時or19時）までの降雪予測（気象庁データ）   

※3 除雪機械出動実績時点の連続降雪量にラッシュ時（7、17  

暗ま）での降雪予測を足したもの。   

※4 除雪機械出動実績時点からラッシュ時（7、17暗ま）までの  
平均気温が0度を下回っていたら圧雪処理回避の考えから実  

績データを採用する。   

※5 モデル出張所において、仕上がり路面と考えられるのは  
路面状態が「圧雪3cm未満でザブザブとした感じ」という考えが  
あり、10cmの連続降雪が密度の関係から1．5cm前後の圧雪  

高となり、3cm未満でザブザブとした感じに該当するものとし  

た。  

2周目出動  

（実績データ）  

初期出動中の降雪量  
10cm達したか（※5）  

データ上で出動タイミングを遅らせる  
最高2時間（※1）  

2周目出動  

（データ調整）  

連続降雪量が  
10cm達したか  

2周目出動  

（データ調整）  

連続降雪量が  
2cm以上か  

出動しない（データ調整）  

図－2 目標設定と机上分析における判断の取り決め  
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図－3 目標設定におけるコスト分析結果  

除雪回数と機械の稼働時間が少なくなり、除雪トラ  

ックと除雪グレーダともに3～4割程度のコスト減  

となった。   

コストの他に、除雪作業の効率性について比較し  

た結果を図－4に示す。除雪トラックは、調整前と調  

整後の各シナリオについて差は見られなかったが、  

除雪グレ ーダの場合は、調整前と比較して調整後の  

各シナリオについて、 1周目の除雪量が多く、作業  

効率の向上が確認できた。ただし、2周目以降では  

大きな差は見られなかった。  

除雪トラック  

また、路面の仕上がり状態について比較した結果  

を図－5に示す。除雪後に路面に残った降雪量は、調  

整前に比較すると、トラックとグレーダのいずれの  

シナリオにおいても減少した。しかし、コストに関  

する検討で、シナリオ2が最もコスト減に寄与する  

ことがわかったが、除雪後に路面に残った降雪量は、  

他のシナリオよりも多くなる結果となった。  
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図－5 路面の仕上がり状態の比較   
田調整前藍シナリオ1貸シナリオ2器シナリオ3  

図－4 除雪作業における効率性の比較  
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（3）目標設定に対する道路管理者の意見   

今回の目標設定を行った場合の分析結果と目標管  

理型の実現性などについて、 道路管理者（対象は北  

海道、東北、北陸の各1山張所）から以下のような  

意見を得た。  

（分析結果について）   

・ 実際には、目的地までの移動や回送が稼働と  

して記録されているため、出勤時の降雪量が  

山動基準に達していないと評価されてしま  

■1年日 従来からの除雪活動の把握  
・どのような状態で出勤時の判断をしたか  

・どのような路面状態で作業終了時の判断をしたか  

・除雪によって得られた路面状態、サービスの程度  

■2年日 仮の目標設定、除雪活動の評価  

・1年目のデータをもとに仮の目標設定  
・目標を評価するためのデータの取得・蓄積  

・仮の目標に対する達成度の評価  

っている。  

地吹雪により路面に雪が積もるケースもあ  ■3年目以降 目標及び管理手法の見直し  
・昨年度の評価結果をもとに目標設定  

・目標を実現するための管理手法の見直し  
・適切なタイミングでの評価・見直し  

ることなどから、テレメータの降雪量による  

分析は実態に合わないケースがある。  

（目標管理型の実現性について）  

・ 路面仕上がりを目標として設定するのは時  
このようにして、数年かけて当該工区に適した  

管理レベルを確立していく  
期尚早だが、山動タイミングならば目標とし  

て設定できるかもしれない。  

ただし、判断のための情報の精度向上  

（CCTV、テレメータ設置位置の工夫）が必  

要であろう。  

また、活動時の判断や状況を把握し、見直す  

ことは大事だが、初年度は過去の実績による  

目安値によって設定するしかないであろう。  

その他、具体的なやり方が示されれば、地域  

にあったやり方をアレンジできるという意  

見や、基準のように「路面を＊＊にする」で  

はなく、まずは努力目標として「路面を＊＊  

にしないように頑張る」であれば可能かもし  

れない。   

図－6 目標設定の過程  

示する必要がある。また、現段階で想定される目  

標設定としては出動タイミングなどが考えられる  

が、直接的に道路利用者へのサービスに繋がるよ  

うなわかりやすい目標の設定も課題としてあげら  

れる。   

さらに、目標に対する達成度評価の方法や管理  

手法の見直し方法が現状では不明瞭なため、具体  

的手法を提示することが課題である。  

以上のことから、今後、目標管理型の除雪活動の  

マネジメントを試行するためには、まずは現状の除  

雪方法の中から実態にあった目標を設定して管理を  

行い、1シーズン経過後に年間降雪量とコストを例  

年と比較することや、夏期との旅行速度の比較など  

アウトカムの視点での評価を試みる必要がある。そ  

れを次年度の目標設定に反映させることを繰り返す  

ことで、その地域にあった目標（管理水準）が設定  

されていくと考えられる（図－6）。   

また、目標設定とともに、図1に示したような目  

標管理型の除雪活動における具体的な流れを整理す  

る必要がある。  

4．今後の課題   

今後の課題としては、冬期道路管理のマネジメ  

ント手法の段階的導入に向けた具体的な方法を提  

116   



3．2．6 国際会議等報告  
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土木技術資料501（2008）  

第5回田本スウェーデン道路科学技術龍   

関ずるり帥タショップ開催される  

されました。今回のテーマは、「冬期道路管理」、  

「橋梁技術」、「ITS」、「交通安全」、「マネジメン  

ト」の5つであり、前回のワークショップに並び  

過去最多のテーマ数でした。   

4．基調講演の内容  

基調講演では、SRAのStr6mberg部長より、国  

家的戦略計画（2008－2017）の策定など、SRAに  

おける最近の話題について発表がありました。さ  

らに、VTIのGustafson部長より、スウェーデンの  

輸送部門における研究と発展について紹介があり  

ました。また、国総研の佐藤道路研究部長より、  

道路特定財源の見直しや道路整備の中期計画の策  

定に向けた動きなど、日本の道路行政をめぐる最  

近の話題について紹介がありました。   

5．各セッションの内容  

開会式終了後、先に示した5つのテーマ毎に  

セッションを設け、最近の話題、研究成果等、ス  

ウェーデン側から14名、日本側から13名が発表  

し、意見交換を行いました。主として各セッショ  

ンで発表されたスウェーデンの取組等について紹  

介します。  

（1）「冬期道路管理」セッション   

スウェーデンでは、冬期道路管理の変更による  

影響を貨幣価値に換算して総合的に評価しマネジ  

メントするための「ウインター・モデル」を開発  

中であり、燃料の消費や環境への影響などさまざ  

まなコストを計算し、冬期道路管理の政策判断の  

支援に用いることを目的として検討していること  

が紹介されました。  

（2）「橋梁技術」セッション   

既設橋梁の管理手法、補修・補強技術、モニタ  

リング。計測技術について意見交換を行いました。   

スウェーデンでは現在、構造物の評価指標とし  

て、劣化・損傷が生じている橋梁の機能回復に係  

る補修・補強費用が用いられています。しかし、  

1．はじめに  

2007年9月12日、13日に、第5回日本スウェー  

デン道路科学技術に関するワークショップを開催  

しましたので、その概要を報告します。   

2．経緯   

1999年10月に建設省土木研究所とスウェーデ  

ン道路庁（SRA）との間で「日本スウェーデン道  

路科学技術に関する研究協力の実施取極」が締結  

され、2000年12月、スウェーデン道路・運輸研  

究所（VTI）が位置するリンシエーピン市で第1  

回目のワークショップを開催しました。その後、  

ワークショップを中心に両国間の研究協力を推進  

してきました。   

現在、取極に関係する機関は、  

（1）国土技術政策総合研究所（以下「国総研」  

という。）  

（2）土木研究所（以下「土研」という。）  

（3）土木研究所寒地土木研究所（以下「寒地土  

研」という。）  

（4）SRA  

（5）VTI  

の5機関であり、協力分野は、  

（1）積雪寒冷地の道路技術  

（2）橋梁技術  

（3）ITS（高度道路交通システム）  

（4）道路。交通管理  

（5）業務契約管理方法  

の5分野です。   

今回は、第5回目のワークショップとして、後  

に挙げる5つのテーマの技術交流を目的に開催さ  

れました。   

3．ワークショップについて  

今回のワークショップは、9月12日、13日にス  

ウェーデンのボーレンゲ市に位置するSRAで開催  
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日本側から発表した、構造物に求められる機能に  

着目した指標について必要性を感じており、ス  

ウェーデン側から高い関心が得られました。  

（3）「ITS」セッション  

ITSによる速度超過車両への対応やカーナビに  

よる情報提供の内容等について意見交換を行いま  

した。   

スウェーデンでは、ISA（Intelligent Speed  

Adaptation）と呼ばれる車載機（写真－1参照。）  

が開発されており、ドライバーに対して速度超過  

であることを表示したり、強制的に速度制限を  

行ったり出来ることが紹介されました。  

写寛一2 ラウンドアバウト  

スピード違反だと  

砥が上昇し、規制  
速度を守ると減少  

する。  

現在地の  
㌦〆規制速度  

写轟－3 スピー ドカメラ（左）と根本部分（右）  

及びETCの活用事例等ITSを用いた交通マネジメ  

ントに関して意見交換を行いました。   

特にスウェーデンでは、構造物マネジメントと  

してインターネット経由でアクセスが可能な橋  

梁。トンネル管理システムを運用しており、点検  

を行っている現地において設計図書や過去の点  

検・補修履歴を確認できるようにしていることが  

紹介されました。   

6．今後の研究協力  

ワークショップ期間中に今後の協力について打  

合せを行った結果、両国の研究協力は非常に有意  

義なので引き続き行うこと、及び次回のワーク  

ショップは日本で開催し、開催時期やテーマにつ  

いては引き続き両国間で検討することを確認しま  

した。   

7．おわりに  

今回のワークショップの開催にあたっては、  

SRA及びVTIの皆様にスウェーデン国内での準備  

をしていただきました。また、日本側発表の調整  

に関して、土研、寒地土研等各機関の方々に多大  

なご協力をいただきました。紙面を借りて深く感  

謝申し上げます。  

シートベルトを  

していない場合  

に点灯  

習  昏  規制速度を超過す、；r  

るほど、より多く  

のマーク（最大5  
つ）が点灯  

写寅－1ISA車載機  

（4）「交通安全」セッション   

スウェーデンでは、1997年より「ビジョン9  

ゼロ」（目標：死者・重傷者ゼロ）を開始し、日  

本のように交通事故ゼロが最終目標ではなく、死  

者・重傷者に重点を置いた削減対策を実施してい  

ます。特に速度規制や、速度抑制効果のあるラウ  

ンドアバウト（写真－2に示す中央島を設けた環道  

優先の交差点）の設置に積極的に取り組んでいる  

ことが紹介されました。速度抑制策としては、写  

真－3に示すスピードカメラの設置を行っていると  

のことでした。これは、スピード違反者を捕まえ  

ることよりも、カメラを多く設置し、かつそれを  

周知することによりスピード違反者を減らすこと  

を主目的としていることが話題提供されました。   

加えて、ワークショップ終了後にはスタディツ  

アーにてスピードカメラを視察しました。根本部  

分は柔らかい材質でできており、車両が誤ってス  

ピードカメラに衝突しても、根本が折れ曲がり、  

衝突した車両の運転者への被害が軽減されるよう  

に出来ています。  

（5）「マネジメント」セッション   

橋梁の維持管理に係る課題と現在の取り組み、  

国土交通省国土技術政策総合研究所  
道路研究部道路空間高度化研究室長   金子正洋  

同 研究官  橋本裕樹  

－ 67 －   

120  


